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１．はじめに―研究の目的―
小論は，日本と同じく地域制の国立公園制度を敷くイギリス（UK）に
おける国立公園局（国立公園庁，NPA）とナショナルトラストの取り組
みを紹介し，国立公園内の地域社会の振興・持続可能性をめざす仕組みを
明らかにすることを目的とする。
世界の国立公園制度には，地域制公園と営造物公園の２種類がある。例
外はあるが，ヨーロッパや日本の国立公園は人々の居住地の一部を後発的
に国立公園に指定する地域制公園，アメリカ合衆国やカナダの国立公園は
入植・居住等の開発を禁じて公有地とし管理官（レンジャー）による保護
を行う営造物公園として設立され，現在に至る。保護対象を，人類の長い
生活史のなかで形成された景観・地域とみなすか，人の手が加わらない原
生自然とみなすかの大きな考え方の違いが，両管理方式の違いの背後にあ
る。それはまた，その場所に長く住み続けてきた旧大陸の民族と，植民に
より居住地を開拓してきた新大陸を中心とした民族の歴史観の違いにも大
きく左右される。
イギリスの国立公園は，制度の発足とそのもとでの取扱いの期間自体は
我が国よりも短い。しかし，国立公園の展開を概観すると，地域制公園で
の保護・保全の在り方を突き詰めて整備されてきたと言える。今も人が住
み続け，人々の長い生活の中で形成された景観・地域を国立公園として維
持し続けることが，地域制の国立公園の基本的特性である。イギリスでは，
この特性を踏まえて，制度・運営の両面において，試行錯誤を経ながら実
践的に対応してきた。地域社会の持続可能性の育成を国立公園局の用務と
する方針は，地域制国立公園としての取り組みの中で確立した。その意味
で，同じく地域制のもとで管理運営している日本の国立公園制度にとって
も，参考にすべき点が多い。
国立公園内の地域社会の持続可能性（松尾） 77
制度面の整備はもちろん重要であるが，管理運営の実体化や国立公園内
の住民やステークホルダーの意識形成は一朝一夕に可能になることではな
い。各国立公園の現場での具体的な取り組みが，地域制に則した国立公園
を実体化するために，制度と共に両輪をなす。
小論は，著者自身のイギリスでの取り組みへの参加や事業群の調査を材
料に，制度と取り組みの両面から，このテーマに検討を加えるものである。
２．イングランドとウェールズの国立公園
（１）制度と運営
まず，２０世紀半ばから現在に至る，イギリスの国立公園制度の推移を概
観しよう。
イギリスは連邦国家のため，イングランド，ウェールズ，スコットラン
ド，北アイルランド等ごとに行政制度が異なるが，国立公園制度について，
イングランドとウェールズは，１９４９年の国立公園・田園アクセス法の制定
以後，ほぼ同一の仕組みのもとで管理・運営を行ってきた（畠山武道ほか
２０１２）（注１）。
国立公園の中央所管組織は，当初，国立公園委員会（NPC）であった
が，１９６８年にカントリーサイドコミッション（CC）に変更した。その後，
イングランドでは１９９９年にカントリーサイドエージェンシー（CA。以下，
CAと記す），２００６年にナチュラルイングランド（NE）に改変され，現在
に至っている。１９９１年，メイジャー政権下，勧告を踏まえて，ウェールズ
ではウェールズカントリーサイドコミッション（WCC）がウェールズカ
ントリーサイドカウンシル（評議会・議会）（CCW）に改変され，現在に
至っている。スコットランドでは，SCCがスコットランド自然遺産庁
（SNH）に組織変更された。ただし，スコットランドでは自然資源の利用
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と地域社会の持続的発展への関心が高かったため，スコットランド最初の
国立公園 Loch Lomond and the Trossachsの設置が２００２年と，イングラン
ドとウェールズに比べて半世紀遅い。また，イギリスでは，国立公園とは
別に，自然美の保護の観点から特別自然景勝地域（AONB）が４６あり，イ
ングランドとウェールズに３８地域が設定されている。そのほか，両者とは
異なり，自然保護・生物多様性の観点から，学術上特に重要な保護地域
（SSSI），国指定自然保護区（NNR）が，国立公園や特別自然景勝地域と
重なるエリアも少なくないが設定されている（注２）。これらの地域について
も，NE,CCW,SNHがそれぞれ中央所管組織である。
国立公園の地方管理組織については，一部の例を除いて，当初，各国立
公園が所在するカウンティ（州，県）議会が管理権限をもち，州（県）議
会に公園管理委員会が設置されていた（注３）。１９７２年に，各国立公園に国立
公園委員会を設置することが法的に可能になった。しかし，ピークディス
トリクトとレークディストリクト以外の国立公園では，州（県）議会に設
置された国立公園委員会が公園管理計画を策定し，ディストリクト（地区）
議会または州（県）議会が開発許可権限つまり土地利用計画・認可権限を
保持し続けた。この状況の変更，つまり独立した組織である国立公園局に
よる意思決定と運営，公園管理計画と土地利用計画の策定，認可権限の行
使への変更は，次のように進行した。
１９９０年都市農村計画法。一般の州・ディストリクトと同じように，国立
公園に対しても，独立したストラクチャープラン，ローカルプランの策定
が義務化された。両プランは州（県）レベルとディストリクト（町村）レ
ベルの土地利用計画で，開発（新築・建物の拡張・土地利用の変更）を行
うにはプランに開発計画を書き込むことが必要であった。しかし，この時
点では策定権限が国立公園に移管されなかったため，上記のように，ピー
クディストリクト国立公園とレークディストリクト国立公園以外では，ス
トラクチャープランは州議会，ローカルプランはディストリクト議会が権
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限を保持した。たとえばノースヨークシャー州では１９８０年に承認されたス
トラクチャープランを１９８７．１９８９，１９９５年に修正して，またクリーヴラン
ド州（１９７４－９６年）では１９９０年に承認されたストラクチャープランを１９９５
年に修正して，１９９０年以後も用い続けた。ストラクチャープランは実用性
が低いとの批判が，新たな作成に至らなかった一因である（注４）。ローカル
プランも，１９９２年策定のプランを用いていたが，ノースヨークムーア国立
公園全域をカバーしていなかったので，２００１年に全域をカバーするローカ
ルプランがノースヨークムーア国立公園局により策定された。
１９９５年環境法（第三部）の制定。国立公園の発展・充実に重要な数点の
条文が整備された。
 各国立公園局を管理計画および土地利用計画の策定機関とし，１９９７年
から施行する。全国立公園に，これらの権限を有する国立公園局の設置
を承認する。これにより，州議会，地区議会の国立公園に対する権限が
国立公園局に移管された（注５）。
 国立公園の法令上の目的の改訂。従前の「自然美を保存し（preserve）
その価値を高める」から，「自然美，野生生物，文化遺産を保全し（con-
serve）その価値を高める」への変更
 国立公園の法令上の目的の改訂。従前の「人々の享受を促進する」か
ら，「国立公園特有の性質に対する人々の理解と享受の機会を促進する」
への変更
 「保護と享受が衝突した時は，保護を優先する」との１９７４年時の Sand-
ford原則を，国立公園に関連をもつすべての機関に適用してをより
上位に位置づけ，関連する機関に対して，国立公園の目的を尊重し，尊
重の事実を証明することを義務づけた（環境法第６２節）。
 「国立公園の保全と生活し活動している地域社会との両立の確保」を
政府の役目として着手する通達（回状１２／９６）。国立公園の特性は自然に
よると同等に人間による産物でもあるので，それらの特性の保全のため
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に国立公園局は公園内のコミュニティとともに，またコミュニティのた
めに活動しなければならないとの考えによる。保全と人々の享受に関す
る２つの目的の追求に際して，「公園内のコミュニティが経済的・社会
的に良い状態になるように努めること。ただし，そのために公園予算か
ら多額の支出を行ってはならない。公園域内において経済的・社会的発
展を追求する諸機関や公的団体と協働することで実現を目指すこと。経
済的・社会的発展を追求する役割を国立公園局が引き受けてはいけな
い」（環境法第６２節）。
１９９２年地球サミット。「持続可能な開発」とそれに基づく４テーマ「ア
ジェンダ２１」「気候変動条約」「生物多様性条約」「森林原則声明」をふま
え，国立公園局は，１９９４年イギリス政府策定の４テーマの政策（目標計画）
のうち関連深い「アジェンダ２１」「生物多様性」，および田園の持続可能な
管理と生物多様性の保全と向上のもとでコミュニティが良好な状態を達成
することを重視して，国立公園管理計画を策定する。
以上の法整備と位置づけのもと，国立公園局による国立公園整備の仕組
みが整えられた。また，自然美・野生生物・文化遺産の保全による国立公
園内の地域社会の持続可能性の促進が，国立公園の重要な責務になった。
次に，イングランドとウェールズの国立公園の運営について概観しよう。
イングランドとウェールズには１３の国立公園があり，全域の約１１％の面積
を占める（図１，表１）。各公園の公式サイトと全国立公園に関するイギ
リス政府公式サイトの公開情報等によって，表１を作成した。また，コッ
ツウォルズを筆頭に特別自然景勝地域（AONB）が３８指定されていて，約
１４％の面積を占める。したがって，両者を合わせた約四分の一の土地が，
景観・自然美上保全すべき土地として指定されていることになる。
個々の国立公園の運営は，根拠法が異なる Broadsの専門委員会の構成
が一部他の国立公園とは異なる以外，おおむね同じである。国立公園の政
策・管理計画の策定は，委員（メンバー）による統治方式で決定される。
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畠山武道ほか（２０１２）によれば，環境法の細目表に，委員は，イングラン
ドでは「地方自治体の指名者，国務大臣指名のパリッシュ代表者，国務大
臣指名のその他の者」からなり，地方自治体の指名者が国務大臣指名者よ
り２名多く，国務大臣指名者の中ではパリッシュ代表者がその半数より１
名少ないことを規定し，ウェールズではウェールズ議会が半数，地方自治
体が半数を指名する，と定めているとする。
表１によって現在の委員構成を確認すると，州（県），地区，バラ，市
など地方議会選出委員の比率が高い。国務大臣（DEFRA環境食糧農村省
大臣）指名の委員も，パリッシュ議会選出委員がその３～４割を占め，国
務大臣が直接指名する委員も現地在住で国立公園運営に職歴が生かせる専
門家である。ウェールズでは，地方議会選出委員が全委員の三分の二を占
めている。全公園に共通して，その国立公園をよく知る在住の委員が低額
図１ イギリスの国立公園
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人口（人）
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万人／年）
訪問者消費額
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額／人（£）
最高
所
（）
海岸
線
（）
登録
古記
念物
保全
地域
数
２０１３－１４
運営資金
（百万£）
委員内訳（人）
Brecon
Beacons
（Bannau
Brycheiniog）
１９５７．
４．１７
１３５１
３２０００
２４
４．１５
５
１９７
３９．４
８８６ ０ ２６８ １１ ３．４
２４
１６（PC８，CC２，MC２，
BGCB１， MTCB１，
RCTCB１， TCB１）＋
WAG８
Broads
１９８９．
４．１
３０３
６２７１
２１
８
１５．５
５６８
３６．６
３８ ２．７ １４ １８ ３．５
２１
１１（NC２，SC１，NND１，
SND１，
BD１，WD１，GYB１，
NCi１，NCM２）＋SS１０
Dartmoor
１９５１．
１０．３０
９５６
３４０００
３６
２．４
３．１
１１１
３５．８
６２１ ０ １０５８ ２３ ４．０
１９
１０（DC５，TD２，SHD
１，WDB２）＋９（P
４，SS５）
Exmoor
１９５４．
１０．１９
６９３
１０６００
１５
１．４
２
８５
４２．５
５１９ ５５ ２０２ １６ ３．３
２２
１２（SC４，DC２，WSD
４，NDD２）＋１０（P
５，SS５）
Lake District
１９５１．５
．９
２２９２
４０８００
１８
１６．４
２４
１１４６
４７．８
９７８ ２３ ２８１ ２３ ５．８
２０＋２（監視委員）
１０（CC５，ED１，SLD
２，AB１，CB１）＋
１０（P５，SS５）
New Forest
２００５．３
．１
５８０
３４９２２
６０
－
１３．５
１２３
９．１
１４０ ４２ ６２２ １９ ３．４
２２
１２（HC５，WC２，NFD
４，TVB１）＋１０（P
４，SS６）
Northumber-
land
１９５６．４
．６
１０４９
２２００
２
１．５
１．７
１９０
１１１．８
８１５ ０ ４２４ ４ ４．６
２２→１８（２０１４年）
６（NC６）＋６（P
６＝AD & BD３＋TD
３）＋６（SS６）
North York
Moors
１９５２．１
１．２９
１４３６ ２３３８０
１６
７
１０．８
５３８
４９．８
４５４ ４２ ８４０ ４２ ２．８ ２０
１１（NYC４，RCB２，
RD２，SB２，HD１）
＋９（P４，SS５）
表１ イングランドと
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スタッフ数（人）
マネージャー：長と部門長人数
部門・職務内容
自然・生態 歴史・訪問者の活動・利用 備考
１３０。公園局長と２部門長
プランニング部門：開発規制，実施戦
略・政策
田園と土地管理部門：保全，レクリエ
ーション管理，ビジターサービス，歩
く権利，監視，教育サービス，土地管
理
南ウェールズ。丘陵。草生の荒れ
地のムアと峡谷・滝・貯水池。ま
ばらに植林地，低地は放牧地。ポ
ニーと羊
丘陵・峡谷・洞穴の散策。乗馬・マウン
テンバイク。ロッククライミング・ハン
グライダー。キャラバン・キャンプ。セ
ーリング・カヌー・魚釣り。
軍用・飛行訓練。ガスパイプライン
１５０（常勤，非常勤，季節，一時的）
レンジャー（水路巡回・ボート），生
態
研究・教育，出版・報道
財政，行政事務
プランニング・開発規制，ツーリズム
コミュニティと連携
Norfolkと Suffolkの泥炭地の湿
地。６河川・６３の浅い湖（Broads）
をもつ２００以上の航行可能な一
帯。多様な動植物の生息環境。２８
の SSSI，特別保護地域，環境自
然保護区
中世～２０世紀前半の人為的な泥炭採掘穴
が河床上昇により内陸水路網になった，
大半がラムサール条約下の湿地。パブ
リックフットパス３００
８０（フルタイム常勤相当数）
公園局長＋５部門長
コミュニケーション・経済・資金調達，
プラニング・開発規制，保全・コミュ
ニティ，ビジネス支援，組織開発
Devon南部のムアを主とする一
帯。６５％が花崗岩を基盤とし，頁
岩・砂岩・石灰岩が堆積。頭頂部
はトア。４つの国指定自然保護区
と４０の SSSIが全域の１／３を占
める
考古・古代遺跡。広範なアクセス権に基
づくフットパス散策・乗馬・サイクリン
グ。トアのロッククライミング。カヤッ
ク・カヌー・魚釣り（マス，サーモン）
軍の射撃場
８０
レンジャー，アドバイザー，
林業農園班，保全指導員
考古学者
Somerset西部 Devon北部。デボ
ン紀石炭紀の丘陵。ヒースとムア。
赤鹿。ポニー。混交林３０００ha（for-
estryコミッション所有）
小村地域。９狩猟組織やポニーレースの
娯楽。見学・フットパス散策・サイクリ
ング・マウンテンバイク。農民と NPA
の間でヘザー火入れ効果の是非をめぐる
論争・対立
私有地が全域の２
／３。ナショナル
トラストの所有地
１０％，国立公園局
の所有地７％
２００。公園局長と２部門長
湖と５地区のレンジャー
３つの案内所アドバイザー
プラニング・開発の許可・相談
行政事務
インフラとアウトドア支援の作業
Cumbria地方。約５００万年の地質
変化の情報を有し，イングランド
最大・最深の湖と最高の山があり，
起伏に富む。沼沢・石灰岩層・高
地ヒース・山腹岩屑・北極高地群
集・湖岸湿地・エスチュアリー・
海岸ヒース・砂丘。
３１０５の歩く権利。ボートや湖岸の散策。
考古・記念物（Swinsideストーンサー
クルなど）。ピーターラビットの作者ベ
アトリクスポターの家，ワーズワース『湖
水地方』。
イングランド最大
面積の国立公園。
人口４２０００人
７０。公園局長と３部門長
生物多様性・生態系の保全再生
プランニング・開発規制・戦略
レクリエーション管理・教育
持続可能な農村経済・景観保全
イングランド南部。樹木２２３
（３８％），他はヘザーとシダのヒー
ス，放牧地，沼沢，海岸線。７００
種の野生草花。５種類の鹿，多種
類のイモリ，３種類の蛇，その他
イギリスの鳥類・イトトンボ・コ
ウモリ・セミなどが生息
ウィリアム征服王が狩猟地に指定。１０８６
年ドゥームズディブックに記述がある。
共有地を家畜がうろつける歴史的地区
３８０（６６％）を王室領森林管理官が今
も管理。プランニングは国立公園局，道
・歩く権利はカウンティ議会，駐車・観
光はディストリクト議会，土地管理は所
有者が主に責任を負う
UK最小の国立公
園。約半分を森林
局が所有。他にナ
ショナルトラスト，
野生生物トラスト，
ハンプシャーカウ
ンティ議会や個人
が所有
７０。公園局長と３部門長
プランニング（計画・優先政策・ガバ
ナンス・行動計画・農村経済）
イノベーションの達成（学習・トレー
ニング・作業・変化）
パートナーシップと保全（信頼と尊敬
・公平・共同・コミュニケーション）
イングランド北部スコットランド
との境界部。ラムサール条約の湿
地，３１の SSSI，６つの特別保全
地域，３つの国指定自然保護区。
ダークスカイ（暗い空＝光公害が
なく星空が美しい）
ハドリアヌスの城壁。シル（国立景観セ
ンター）の建設。１１００以上の散策路・
自転車路・乗馬路の整備。
１６－２５歳のボランティア（レンジャーの
環境自然監視活動・歩く権利ネットワー
ク・生息環境やインフラの点検・案内や
現地教育で専門スタッフ補助）を募集
イングランドと
ウェールズの国立
公園で最小の住民
２０００人の居住地で，
コミュニティ振興
が容易でない。ユ
ースホステル協会
と協働
１７３。公園局長と４部門長
プランニング（計画・政策・ローカル
プラン・開発規制管理，地域社会連携）
公園サービス（訪問向け情報提供・ビ
ジターセンター・教育支援・歩く権
利）
保全（野生生物・景観・農場・ムアラ
ンド・歴史的建造物・考古・記念物）
組織（規準・職務遵守・業務説明・会
計・コンプライアンス・監視者）
レンジャー，公共交通
ヨークシャー北部。ムア（ヒース，
ヘザー）。雷鳥営巣地。海洋・河
川デルタ・氷床など地史の証拠や
化石（アンモナイト～恐竜）の宝
庫。
鉄器時代・ローマ時代の砦，城・僧院，
ムアランドの十字標，初期産業遺跡など
の考古歴史資料。領主とムア狩猟地管理
人，空積みの石垣と農地・牧草地
ウェールズの国立公園
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の委員報酬のもと，１年に６～１０回程度の評議会と数個の専門委員会をそ
れぞれ別の日に開いて，管理・利用計画，公園政策や運営方針・事業計画
を決めている。国立公園の管理・利用や事業内容については，委員と職員
（公園局長・部門長等）が意見交換し，専門委員会において，具体的に決
定する。一般の人々も開催日の約１週間前までに申請すれば，評議会等に
国立公園名
設置
年月日
面積
（）
人口（人）
密度（人／
）
訪問者数同
延日数（百
万人／年）
訪問者消費額
（百万£）消費
額／人（£）
最高
所
（）
海岸
線
（）
登録
古記
念物
保全
地域
数
２０１３－１４
運営資金
（百万£）
委員内訳（人）
Peak District １９５１．４
．１７
１４３８ ３７９０５
２６
８．７５
１１．７５
５４１
４６．０
６３６ ０ ４６９ １０９ ７．０ ３０
１６（DC４，CE１，SC
１，DD２，NEDD１，
SM１，HPB２，BMB
１，OMB１，KB１，
SCi１）＋１４（P６，SS
８）
Pembroke-
shire Coast
（ Arfordir
Penfro）
１９５２．２
．２９
６２０ ２２８００
３７
４．２
１３
４９８
３８．３
５３６ ４１８ － １４ ３．５ １８
１２（PC１２）＋WAG６
Snowdonia
（Parc Cened-
laethol Eryri）
１９５１．１
０．１８
２１４２ ２５４８２
１２
４．２７
１０．４
３９６
３８．１
１０８５ ６０ ３５９ １４ ４．５ １８
１２（G９，CCB３）＋
WAG６
South Downs ２０１０．３
．３１
１６４１ １２００００
７３
－
３９
３３３
８．５
２８０ １４ ７００ １６５ １０．６ ２７
１４（１３カウンシル各
１，２カウンシル１）
＋ １３（P６，SS７）
Yorkshire
Dales
１９５４．１
１．１６
１７６９ １９６５４
１１
９．５
１２．６
４００
３１．７
７３６ ０ １９９ ３７ ４．５ ２２
１２（NYC５，CC１，
CD３，RD２，SLD１）
＋１０（P４，SS６）
出典）National Parks UK, 2014, National Park facts and figures. http://www.nationalpark
（ともに２０１５年１１月１２－１５日閲覧）
注）「委員内訳」の数字とアルファベットは，所在地地方議会選出数の小計とその内訳
（イングランドはパリッシュ推薦 Pと国務大臣指名 SS，ウェールズは政府WAG）。
ラ，市のカウンシルを指す。たとえばBrecon BeaconsのPC8はPowys County
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参加して質疑ができる。
一方，主に実務を担当する職員（スタッフ）に関しては，１９７２年以降各
国立公園が職員を置くことが可能になった。各公園の管理運営予算は，国
から配分される。職員数は国立公園により異なり，各公園に７０～２８０人の
有給職員がいる。パートナーシッププロジェクトで外部組織から得た資金
スタッフ数（人）
マネージャー：長と部門長人数
部門・職務内容
自然・生態 歴史・訪問者の活動・利用 備考
２８０。公園局長と５部門長
事業・フィールドサービス部門
土地管理部門
政策・パートナーシップ部門
法人資源部門（販売・連絡課，財務課，
人材課，情報管理課，法務課）
戦略・開発規制部門（プランニング部
門）
ダービーシャー～ヨークシャー南
部。北部はムアの荒野で頁岩・砂
岩・泥炭層からなるヒース・湿地，
南部は石灰岩質で農地・牧草地が
多い。多くの低地植物の北限，高
地植物の南限をなす。
２００４年現在では観
光客が１．８５億ポン
ド使い，３４００の雇
用（当地全体の雇
用の２７％）
約１５０。部門長人数？
部門：経理・法人・規約等の管理事務，
プランニング，ビジターセンター，ワ
ーデン（レクリエーション管理），保
全（レンジャー：野生生物・生息環境
・歴史文化遺産），農林業，仕事と地
域社会，教育
ウェールズ西端。海岸部の貴重な
生態系。１３の特別保全地域，５つ
の特別保護地域，３つの海岸自然
保護区，７つの国指定自然保護
区，６０の SSSIなど
Carew城，Castell Henllys砦，Nevern
城，潮流水車，１１世紀のケルト十字架，
中世の橋などの歴史遺跡
１７２の歩く権利（散策路）の整備
９５％以上が私有地
人数？
文化（言語・歴史・考古・芸術・・）
訪問者へのサービス
自然等（気候変化・生物多様性・外来
種・農業・森林・自然保護・・）
開発計画
教育・研究など
ウェールズ北西部。ウェールズ最
大の自然湖と最高の山。火山地形
・氷河地形
６０％がウェールズ語で日常生活を送って
いる。住居の１４％はホリデー用住居。城
などの歴史・郷土文化資料。
ウェールズ最大の
国立公園
１２４（１１０フルタイム＋１２フルタイム外
部資金雇用＋２研修）。５００人ボラン
ティアが延べ６０００日／年活動
公園局長と４部門長
部門：コーポレートサービス（法人業
務），プランニング，作業（保全・ビ
ジターとコミュニティの支援），パー
トナーシップ（外部団体と）
イングランド南部サセックス。隆
起による背斜状ドーム。東部は石
灰岩丘陵，西部は石灰岩・砂岩・
粘土。草地・ヒース・氾濫原（放
牧低湿地）。
多数の文化遺産（６００の記念物，５０００以
上の登録建造物，２つの登録戦場地，１６５
保全地域）
人口約１０８０００人で
UK最大人口の国
立公園
１３０（１００フルタイム相当）。ボランティ
ア数百人が延べ５５００日／年活動
公園局長と３部門長
部門：保全とコミュニティ（開発管理
・持続可能な発展・土地管理の３チー
ム）
法人業務（経理等８チーム）
公園サービス（レンジャー７地区１８人
・レクリエーション・ツーリズムと奉
仕支援活動・公園センター・Dales田
園博物館の５チーム）
ペニン山脈中央部。山と谷の対比。
南部はカルスト地形で石灰岩の岩
場や洞穴や堆積層，北部はステッ
プと広大なムアランドの高原。氷
期・後氷期のドラムリン，モレー
ン，湖や滝。広葉樹
鉱山や農村工業などの豊かな歴史遺産。
石造りの建物からなる村。伝統的な農業
景観（農地上の納屋，空積みの石垣，花
が咲き誇る干し草用採草地）
散策・サイクリング・マウンテンバイク，
チーズやエールビールの製造所
s.gov.uk/learningabout/whatisanationalpark/factsandfigures. 各国立公園のホームページ
（各カウンティC，ディストリクトD，バラB，市Ci）と，政府選出数の小計とその内訳
（ ）内の各アルファベットの末尾のCDBCiはそれぞれカウンティ，ディストリクト，バ
Council選出委員８人を意味する。
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で更に追加して職員を雇用することもできる。国立公園局長，活動部門ご
との部門長や班長が職員を組織し，レンジャー（監視員），訪問者へのサ
ービス（案内係など），開発規制・相談，保全（生物多様性や生態系や建
造物・考古遺跡・記念物など），通行権による道やインフラの整備，外部
機関とのパートナーシップ，農林業・ビジネス支援や地域コミュニティへ
の支援，教育・啓発，GISなど多様な範囲の活動を行う。各国立公園は多
数の職員を抱える組織なので，経理・人事・法令・コンプライアンスなど
コーポレートサービス部門の職員もいる。大半の職員は各公園の本部と公
園内に数か所あるセンターで働いている。職員以外に，それぞれ数百人の
ボランティアが国立公園の事業をサポートし，各国立公園において，
１年間に延べ数千人相当の活動を行っている。
１３の国立公園の運営状況を比較すると，新しく指定されたサウスダウン
ズとニューフォーレストが，人口密度の高さと訪問者一人当たり消費額の
低さで，他の国立公園と大きく異なる。反対に，スコットランドと境界を
接するノーザンバーランドは，人口密度の低さと訪問者一人当たり消費額
の高さで，他と大きく異なる。イギリスは，都市部を除けば，おおむね人
口密度は南部で高く北部で低い。人口密度の違いはその反映である。
中央政府は，各国立公園の運営資金額を，国立公園の規模，人口，訪問
者数を勘案して決定していると説明している（注６）。この点を，表１中の項
目間の相関係数によって検討すると，運営資金と人口，訪問者の年間延べ
人数との正相関は非常に高いが，国立公園の規模（面積）との正相関はそ
れほど高くない（表２）。また，国立公園内の人口と訪問者の年間延べ人
数との間に高い正相関があるので，国立公園の場合も観光一般と同様，多
くの人々がアクセスしやすい場所にあるか否かが訪問客数を規定している。
ニューフォーレストとサウスダウンズの国立公園はともに南部に所在し，
域内・周辺ともに人口も多く多数のビジターが訪れるので，国立公園のな
かで国から相対的に多くの運営資金を得ているといえよう。
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上記とは別に，職員数の多い国立公園において訪問者消費額が高い（表
２）。レンジャーをはじめとするさまざまな公園実務活動が地域経済の活
性化や雇用拡大に貢献していると判断できる。ただし，訪問者消費額と運
営資金との相関はほとんどない。国立公園に国が交付する運営資金と国立
公園で訪問者が消費する額を比較すると，平均で１：８４であり，運営資金
による国立公園の運営が訪問者の消費による地域経済の活性化に重要な役
割を果たしていると推測される。ただし，その比率は１：２６から１：１９８
まで国立公園間での較差が大きく，かつ消費額の大小と連動させずに国が
運営資金を設定している点は，国立公園の管理運営が，利益追求のためで
はなく，自然美の保存と人々による享受であることを考慮すれば，健全で
あろう。運営資金支出に対して経営的な観点を持ち込むことは，保護・保
全を第一の目的とする国立公園の趣旨にそぐわないからである。
なお，政府による各国立公園への運営資金の過去数年間の変化を検討す
ると，図２のようになる。サウスダウンズの２０１０－１１年運営資金額の大幅
な増加を国立公園設置に伴う例外的な初期投資とみなせば，グラフの傾き
から，ほぼ横ばいで運営資金の減少があまりないウェールズ，一貫して大
幅に運営資金が毎年減少しているイングランド，その中間で減少率がより
緩やかなスコットランドに３分類できるので，政府の政策的対応の違いに
面積 委員数 職員数 人口 訪問者延べ数 訪問者消費額
面積
委員数 ０．１８
職員数 ０．４０ ０．５６
人口 ０．３５ ０．３５ ０．１４
訪問者延べ数 ０．３５ ０．４４ ０．２９ ０．８２
訪問者消費額 ０．４９ ０．１ ０．７０ ０．０７ ０．４８
運営資金 ０．４４ ０．６４ ０．３０ ０．８５ ０．７７ ０．２０
表２ 国立公園の訪問者数・訪問者消費額や運営資金の規定要因
注）表１中の値を用いて，相関係数を算出した
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よると推測される。
（２）自然・文化遺産
イギリスの地形は北西部から南東部に向けて標高が低くなる。スコット
ランドのベンネヴィス山１３４４が最高峰，イングランドとウェールズでは
ウェールズ北部のスノードン山１０８５が最高峰をなすが，多くの地域で高
低差・土地の起伏は小さい。イギリスを北東から南西に二分した北半分は
最終氷期に低標高域まで氷床に覆われていた。また以南においても丘陵地
・山地では氷河の影響を受けた氷食地形がみられる。氷河地形の特色とし
図２ 国立公園への運営資金配分額の推移
注）ケアンゴーム（２０１３－２０１４年値，資料で「確認中」とあり未詳），ス
ノードニア，ペンブルックシャー海岸，ブレコンビーコンズ
資料）http://www.nationalparks. gov. uk/ learningabout/ wholooksafternational-
pars/costsandspending
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て，侵食によるカール，U字谷，羊背岩，滝や，堆積によるドラムリン，
モレーン，氷河湖，後氷期の隆起地形がみられる。ヒースは，氷食地域の
荒れ地・痩せた土地を意味し，その荒れ地に生える葉が鱗片状になった小
低木を指してヒースともいう。イギリスでは一般に高層湿原が乾燥した乾
原が典型的なヒースとみなされている。イングランドとウェールズの１３の
国立公園のうち３つの国立公園の名前の一部になっているムーアは，本来
ヒースと同一と思われるが，イギリス人にとってはるかに愛着のある言葉
である。同じく氷食地域に多くみられるが，湿潤で排水が悪い荒れ地で凹
地は湿原状態をなし，冷涼なため植物の分解が不十分な酸性土壌の泥炭地
を指すことが多い。シダ，コケ，短い牧草や８月に紫の花が咲く低木のヘ
ザーがその植生をなし，ヘザーは雷鳥の営巣地として知られている。痩せ
た荒れ地のため，動植物にとって生息が容易でなかったことが幸いして，
エクスムーア種のポニーをはじめ在来生物が今日まで多数生息しているの
で，ダートムーア，ペンブロークシャ（ペンブルックシャ）海岸，ノーザ
ンバーランド，ブローズなどの国立公園内に SSSIや NNRなどが多く指
定されている。
ムーアと双璧をなすのが石灰岩地形である。イングランド中部から南部，
つまりヨークシャーデールの南半分，ピークディストリクトの南半分から
AONBのコッツウォルズの一帯，サウスダウンズに典型的に分布し，レ
ークディストリクトの一部やウェールズのブレコンビーコンズにも広がる。
イングランドとウェールズの石灰岩地形には古生代の石炭紀・ペルム紀
（二畳紀）から中生代白亜紀まで，地質年代の異なるものがある。石灰の
溶解により洞穴（鍾乳洞）や地下水路が発達する。
イギリスの地質は，全般的に北部ほど古く，南部ほど新しい。地質年代
名として使用されている古生代の「カンブリア」や「デボン」はイングラ
ンドの地名に由来し，とりわけ古生代の地史の証拠や化石の宝庫である。
以上の自然や生物の価値そのものとともに，イギリスではこれらの自然
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に対して，保全つまり人々の伝統的利用を維持することによってはじめて
その保護が可能になるとの考え方が強く，それが国立公園や AONBの管
理の基本的な考え方になっている。この考え方は，自然とともに，文化景
観をはじめとする歴史・文化遺産を国立公園の保護対象とすること，およ
び地域社会の持続によって伝統的利用を維持・保護することに，国立公園
の方向を向けさせた。イングランドとウェールズの１３国立公園の中で，特
に歴史・文化遺産としてのウェートが高い国立公園は，１９８９年指定のブロ
ーズ，２００５年指定のニューフォーレスト，２０１０年指定のサウスダウンズで
ある。他の国立公園が１９５０年代指定なのに対して，これら３つが近年の指
定である事実は，イギリスにおける国立公園事業において，上記の考え方
が徐々に成熟して体系的に国立公園の活動対象に組み込まれてきたことを
示唆する。
ブローズはノーフォークとサフォークにまたがる泥炭地の湿地で，中世
以来の泥炭採取により結果的に形成された６河川６３湖を結ぶ伝統的な内陸
水路網と３００に及ぶ遊歩道が国立公園の重要な要素になっていて，内陸
水路網に関する専門委員会がブローズ国立公園の最も重要な専門委員会で
ある。１０６６年の征服によりイギリス王室の基礎を築いたウィリアム１世は
王領をイングランド全域に形成し，その面積はイングランドの五分の一に
達した。この王領の一部は現在に引き継がれており，ニューフォーレスト
はそのひとつである。サウスダウンズは人口密度が高い地域にあるが，２０
世紀前半以来地方議会やナショナルトラストがセブンシスターズ（白亜紀
の海食崖）・希少生物・多様な生息環境の保護に努め，８０％を超える農地
と農村経済がスチュワードシップ精神で生態系維持に取り組んできた伝統
をもつ。今も気候変動や市場圧力に対応して新たな農林業・農村経済に努
めているほか，３２００の遊歩道等と５０００をこえる考古・歴史建造物等の文
化遺産を保護し現代の芸術活動に活かしている。
国立公園の業務範囲・目的に，風致（自然・景観保護）とともに文化遺
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産保護を含めるのは，イギリスのほか，フランスやイタリアも同様である。
これに対して，ドイツでは，原生自然保護は国立公園，文化遺産保護は自
然公園が担い，役割を区別している（八巻２０１２）。日本では，環境省所管
の国立公園や国定公園が自然・景観保護，文化庁が文化的景観・文化遺産
の保存を担っている。原生自然の比重が高い北海道の国立公園と人々の長
い生活の中で培われた西日本各地の国立公園との差が大きいが，全般的に
日本の国立公園にとってイギリス方式の妥当性が高い。
（３）国立公園局の目的としての地域社会の育成
前２節に述べた状況が示すように，現在，イングランドとウェールズの
国立公園では，各国立公園局が政策決定機関としての委員会と実働組織と
しての多数の職員を活用し，国立公園局の目的である，国立公園の自然と
景観の保全，人々への啓発と享受の機会の促進，地域社会の持続可能性の
取り組みを行っている。それは，国立公園局単体の活動ではなく地域社会
を巻き込んだ取り組み，国立公園と関連組織とがパートナーシップを組む
取り組み，ナショナルトラストなど関連組織による取り組みを通じて実現
されてきた。国立公園内の農民，地域社会，事業者の社会経済状態の育成
による活性化活動では，パートナーシップや関連機関の役割がとりわけ重
要である。
観光は経済・雇用面で重要だが，公園の環境面で背反的な事態を生じる。
２０１５年現在，全国立公園において自動車でなく公共交通利用の勧めがなさ
れているほか，イングランドの国立公園において次の問題が指摘されてい
る（注７）。村や景勝地の混雑がレークディストリクトやピークディストリク
トで頻発する。フットパス・乗馬・マウンテンバイクや過放牧による侵食
がピークディストリクトで生じている。ムーアランドや石灰岩低地は脆弱
で，回復には長年を要するし，オリエンテーリングやハンググライダーは
ムーアランドでの鳥類の営巣地や止まり木被害を生じる。ごみ・ガラスの
92 専修人文論集９８号
破片はエクスムーア，ピークディストリクト，ノースヨークムーアなどの
ムーアランドでの火災の原因になる。散策者がフェンスを乗り越えて採草
地を踏みつけ，犬が羊を殺傷して，農場に被害がでる。土産物店や喫茶店
が増えて住民向け日用品店が減少し，セカンドホームの増加や通勤圏のた
め住宅費が高騰して，地元民が転出を余儀なくされる。レークディストリ
クトでの高速ボートと一般ボートの争いのようにレクリエーション利用相
互間で紛争が起きる。
多くはビジターの増加や享受のありかたに起因する環境問題であるが，
「過放牧」「地元民の転出」は地域社会の持続可能性に関わる問題であり，
性格が異なる。土産物店・喫茶店の増加や住宅費の高騰は域内経済や地域
社会自体のありかたと深くかかわる。「国立公園の特性の保全のために公
園内のコミュニティとともに，またコミュニティのために活動しなければ
ならない」との国立公園局の目的は，１９９５年当時の想定とは異なり，現在，
新たな状況への取り組みを必要とする段階にある。小論では，これらを含
む２０１５年現在の問題については今後の検討課題として指摘するにとどめる。
小論は，１９９５年に打ち出された「保全のために公園内のコミュニティと
ともに，またコミュニティのために活動しなければならない」との目的
が，１９９０年台後半から２０００年台初頭にいかに実行に移され，実体化して
いったのかを検討する。小論で扱う土地管理事業 LMIはこのテーマに最
も適する事業と判断できる。
ところで，公園内の地域社会の持続可能性のための取り組みは，同じく
地域制を採用する日本では国立公園局の業務になっていない。しかし，公
園内の地域社会の持続可能性の問題は，日本においても重要な問題である。
日本の国立公園・世界遺産・文化的景観等の文化財保護が保護と享受の二
項対立に陥りやすい状況にあることを考えれば，イギリスにおける地域社
会を巻き込んだ取り組み，国立公園と関連組織とがパートナーシップを組
む取り組み，関連組織であるナショナルトラストによる取り組みを検討す
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ることは，日本におけるより良い保護・保全のためにも参考にすべき点が
多い。
３．ノースヨークムーア国立公園での土地管理事業
（１）背景―１９９０年代以降の国立公園での事業群と土地管理事業の位置づ
け―
ノースヨークムーア国立公園では１９９０年台から２０００年台にかけて，環境
保全事業（海岸・流域，森林，土地管理の事業），農業・食糧事業，農村
発展事業が，EU，イギリス，ヨークシャー＆ハンバーなどから助成をう
けて事業展開された。本章では，まずこれらの事業の目的と展開を概観し
たあと，とりわけ１９９９年から２００４年まで５年の期間実施されたノースヨー
クムーア高地土地管理事業（以下，NYMULMI）を対象にして，保全の観
点に立ったコミュニティベースの活動として，その実施方法や内容を解説
する。あわせて，この事業の参加者やステークホルダーの生活世界の位相，
つまり EUやイギリスの農民や地域住民や地域事業者がどのような経験世
界のなかで社会や地域に対する認識をもち，生活し，この事業に取り組ん
でいたのかについても，具体的な材料に基づいて明らかにしておきたい。
地域のソーシャルキャピタルは事業の内容や遂行と不可分の関係をなすか
らである。
土地管理事業は事業期間を３期に分けていたが，この第二期から第三期
への移行期にあたる２００２年１０月から２００３年４月にかけて，ノースヨークム
ーア国立公園に即した活動内容を地元の関係者間で主体的に決定する
“Tailored Package”の協議が行われた。協議の正式名称は「ノースヨー
クムーア国立公園土地管理事業地域における一体的な農村発展のために仕
立てられた一括提案」（以下，「パッケージ」と略称する）である。CAの
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入札に応募して，グロースター大学田園コミュニティ研究所（CCRU）が
「パッケージ」協議の担当機関に決定し，Dr John Powellを責任者とする
プロジェクトチームが CAや国立公園局と会議を重ね，参加者との集会・
協議を通じてパッケージの内容を決定することとなった（注８）。
筆者は当時在外研究によりイギリスに滞在していた。２００２年９月１８－１９
日にカーディフ大学都市・地域プランニング学科を会場に開催された農村
経済・社会研究グループ RESSG（Rural Economy and Society Study Group）
の年次大会でジョンと話をしたのが機縁で，パッケージに関する会議・集
会・協議に一員として参加する許可を得た（注９）。２００２年１０月から２００３年３
月までの期間，国立公園の見学，CCRU訪問，リーズの CAでの会議，ダ
ンビーのムーアセンターでの集会，ヨーク大聖堂の脇のセイントウィリア
ムズカレッジでの集会などに参加して，協議の内容・関係資料の整理・協
議の進め方・提案内容の決定などに関して貴重な知見を得ることができた。
それを活用して，次節において，土地管理事業の活動内容の決定過程を具
体的に紹介し，検討する。
本節では，次の３点について検討しておきたい。第一に，１９９０年以降に
ヨークシャー＆ハンバー地方やノースヨークムーア国立公園においてなさ
れてきたさまざまな事業群を概観して，土地管理事業の位置づけを確認す
る。そのため，表３を作成した。表３は，ジョンが，CCRUのチームメン
バー，CAの担当者，国立公園局長と事業担当者，著者らに添付ファイル
で送付した資料をもとに作成した（注１０）。数種類の計画書のほか，９つの事
業が確認できる。１９９０年台から２０００年にかけて海岸地域，エスク川流域，
ムーアランドにおいて５～６年の期間の環境保全事業が，主に EUの資金
によって３つ実施された。当初は条件不利の程度が大きい地域に対する助
成率の高い資金 Objective 5bが支給されたが，２００１年度を最後に廃止され
て，その後は助成率の低い資金 Objective 2に切りかえられた。次いで，１９９０
年台末から２０００年台初頭に，CAの事業として，土地管理事業がパイロッ
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ト事業としてイングランドの１１か所において開始された。その一つが小論
の対象であるノースヨークムーア国立公園のダンビーグループパリッシュ
地区を対象地域とする１９９９年～２００４年の土地管理事業で，当地では「農場
と農村コミュニティのスキーム」と呼ばれていた。これとは別に，農村部
を対象に，次の２つの事業が実施された。EU指針に基づいて競争力ある
多様な農村ビジネスとサービスの持続可能な発展を目指す事業が２０００～
２００６年にヨークシャー＆ハンバー地方において，またパートナーシップ方
式での森林管理・植林事業「ヨーウッズ」がヨークシャー北部において開
始され，２００２年当時進行中であった。一方，都市圏を対象に，他の３つの
地域振興事業が，河口部の港湾都市ウィットビーとその通勤圏において，
いずれも２０００年台に実施された。環境保全事業のあとに土地管理事業，そ
してその後に地域振興や経済発展により持続可能性を追求する事業を引き
続き実施したことがわかる。
第二に，土地管理事業の，イングランド農政における位置づけを示そう。
土地管理事業は，環境保全事業であるとともに，土地所有者である農民・
農業経営体と非所有者が多数を占める地域社会との一体的な結びつきを再
構築して，広範な環境・社会・経済に及ぶ便益を生み出すことをめざした
事業である（The Countryside Agency, 1998）。イングランド政府による５
年間のパイロット事業で，環境の質や価値を高める管理活動と，農村地域
の経済と社会（コミュニティ）の改善支援とからなる。当初，耕種農業地
域２か所，低地牧場地域３か所，高地農業地域３か所，湿地農業地域３か
所の計１１か所での実施が計画されたが，結果的に，耕種農業地域２か所，
低地牧場地域３か所，高地農業地域３か所，都市周辺地域１か所の計９か
所で実施・完了した（注１１）。ノースヨークムーアは高地農業地域の３か所の
中の１か所で，高地農業地域の３か所はいずれも国立公園での事業である。
The Countryside Agency（１９９８）は，「ムーアが広がる景観は，国際的に
も，国としても貴重で，絶対に守るべき資産である。EUの CAPを通じ
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事業名，
年
内容 資金・助成金
事業の種類
計画
策定
環境
整備
土地
管理
地域
振興
ストラクチャープラン（構造計画）の作成１９８０―，１９９０―（１９９５修正） ○
カウンティが作成した１９８０年ノースヨークシャ
ー構造計画，１９９０年クリーヴランド構造計画を
１９９５年修正して用いていたが，１９９５年環境法を
うけて，ノースヨークカウンティ，ヨークシティ
カウンティ，NYMNP局，ヨークシャーデール
NP局が連携して作成することとした（作成さ
れたか否かについては不詳）
エスク谷と海岸地域の地区環境庁計画（E&CLEAP）１９９０－１９９５？ ○
エスク谷と海岸の管理計画で，環境保護に焦点
をあてた流域管理９項目の実行を中心とする
EU Objective 5b
ノースヨークムーアムーアランド再生プログラム（NYMMRP）１９９５－２０００ ○
国立公園局が農林水産省（MAFF）と一緒に
NYMNPを対象に，ムーアランドの質を改善し
て子羊のダニを減らし雷鳥を増やす事業。１５項
目の達成状況を四半期ごとの報告書で監視
し，１２人分のフルタイムの仕事と常勤職員数６
人分の仕事を創出
EU Objective 5b
２８３万£
ヨークシャー＆ハンバー地方計画指導（RPG１２）の作成１９９６－（２００１改訂） ○
１５－２０年期間の，集落・環境・輸送・インフラ
・経済開発・農業・鉱物資源・ごみ処理の優先
計画を特定した内容。１９９６年に作成され２００１年
に改訂された。ローカルプランは２００１年版を考
慮に入れる必要がある
エスク川再生プログラム１９９７－２００１ ○
河川集水域管理プランに引き続いて行われた流
域対策。農村コミュニティにとっての河川の経
済価値を高めるために，エスク川での魚類や野
生生物の生息環境を保護保全する。２００１年に最
終報告を刊行
EU３９％
MAFF（DEFRA）
２６％
NYMNP，EA（環
境庁），地主
ノースヨークムーア国立公園管理計画（NYMNPMP）の作成１９９８ ○
１９９５年環境法により作成が義務化され，
NYMNP局が１９９８年に作成した
ノースヨークムーア高地土地管理プロジェクト：農場・農村コミュニティ計
画（F&RCS）１９９９－２００４
○
１９９８年５月に公表され，１９９９年８月から NYM-
NPAが監督して実施された，一体的な農村発
展促進のための実験的計画。カントリーサイド
エージェンシーによる国家プロジェクトである
土地管理プロジェクトの一部をなす。NYMNP
の北端９０００haが実施範囲で５コミュニティ６２５
世帯（約５０軒の農家・小規模所有者）が居住。
EU農村発展規則に基づいて農家とコミュニ
ティの強い連携を作り出すのが目的
EU Objective 5b
EU Objective 2
５４万£
表３ ノースヨークムーア国立公園（NYMNP）域における１９９０年代以降の事業群
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ノースヨークムーアローカルプランの作成１９９９－（２００１修正） ○
詳細な土地利用政策。開発許可・開発規制。１９９９
年１１月に作成され，２００１年３月に修正版作成。
「政策枠組，自然環境保全，文化遺産（建造環
境・考古），ツーリズムとレクリエーション，
発展とコミュニティのニーズ（住宅，経済，農
業，輸送，コミュニティ施設，天然資源と環境
保護と有用性，鉱物），監視と批評」の章節か
らなる
農村発展プログラム－ヨークシャー＆ハンバー地方２０００－２００６ ○
MAFFが地方ごとに刊行した政府の農村・農
業政策のヨークシャー・ハンバー地方版。EU
指令ヨーロッパ農業指針・保証資金による農村
発展支援１２５７／１９９９に基づく国の事業で，競争
力のある多様な農村ビジネスとサービスの持続
可能な発展を目指す
EU EAGGF
ヨークシャー＆ハンバー地方の環境経済，最終報告２００６ ○
環境が地域経済にもたらす貢献，未来に向けた
実践的で持続可能な行動を特定した報告書。最
終報告を２００６年刊行
ウィットビー通勤圏の一体的な発展計画 ○
固有の環境資産を利用して民間部門の投資を刺
激して，新たに高い品質に高め持続可能な職を
創ることをめざすプロジェクト
EU Objective 2
ウィットビー市場町プロジェクト－行動計画 ○
ウィットビー市場町フォーカスグループによる
ウィットビーとその通勤圏を対象とした地元芸
術のコーディネート，信託，科学・テクノロジ
ー計画の推進
Regional
Economic Strat-
egy（Yorkshire
Forward）
ウィットビー市場町プロジェクト－健康診断報告 ○
ウィットビー通勤圏の一体的発展計画から引き
続いてのプロジェクト
ヨーウッズ（ヨークシャー森林プロジェクト） ○
ヨークシャー北部で森林の管理・植林を促進す
るため，林業契約協会が管理し，カントリーサ
イドエージェンシー，イングリッシュネィチャ
ー，州議会，国立農民組合等の関係団体と行う
パートナーシップ
注）１９９０年都市農村計画法（追加条文），１９９５年環境法（第三部），１９９６年政府指導（回覧１２／
１９９６）が国立公園に関連する条項。２００２年農業・食糧の将来に関する政策委員会報告（Curry
報告）がイギリスの農業政策の展望で，CAPの動向や環境農業政策の指針に沿ったローカ
ルプランや事業が義務づけられている。
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て多額の公的資金によって農業所得や農業を支援してきたが，長期的に，
農業所得は減少し，農民は減り，農場は大規模化して，景観と野生動物の
多様性が部分的に失われている」，と問題状況と環境保全の必要を指摘す
る。イングランドの農業政策において環境の比重が高まり，２００１年に農林
省と環境省を合体する省庁再編が行われたし，国際的には，農家を保護す
る価格補償の負担額の大きさに比べて農業の効率性や収益性が改善しない
ため，ヨーロッパ共通農業政策 CAPは，それまでの農家保護を中心とす
る諸政策から，自由化・農業経済の多角化・農業－環境政策の方向に大き
く舵をきる政策転換を検討していた。そのような状況のもとで，土地管理
事業は，イギリスの農業－環境政策に有用な成果や知見を与えてくれるも
のとして重視されていた。さらに２００２年１月に公表されたイングランドの
農業政策の指針（通称 Curry Report）に沿って，土地管理プロジェクトは，
それぞれの地域性を踏まえた明確な方向とその後につながる成果を確実に
達成することを期待され，そのもとで２００２年「パッケージ」の協議がなさ
れたのである（注１２）。
第三に，住民・コミュニティ・関係団体が，どのような農業－環境政策
や地域政策を経験するなかで土地管理事業に取り組む状況にあったのかを
みておきたい。ヨーロッパにおける環境保全の取り組みに対する社会状況
は，日本の場合とかなり異なっている。たとえば，鳥類保護・生物多様性
などを含む環境保全を，人々が農業や農村に期待する活動とみなして「農
業」行為の範疇に含める概念の変更がなされた。それを通じて農業・農業
経営体の振興，経済状態の改善を政策的に推進するなど，「農業」の指示
内容自体が日本とは異なる。この変更も１９９０～２０００年台前半に大きく進展
した。したがって，農民や農村コミュニティや関係団体にとって，環境は
きわめて近い存在であり，２００２年当時すでに彼らの日常活動の一部になっ
ていた。表４によって具体的に確認しよう。
表４は，２００２年までにノースヨークムーア国立公園地域やその周辺地で
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実施され，住民・事業者・行政等がステークホルダー（利害関係者）とし
て取り組むか詳しく知っていた７５の補助事業等の一覧である。事業群は，
環境，農産物の生産・販売，森林・林業，集落・建造物，地域経済，交通，
教育など多岐にわたる。そのなかで，環境の保全・改善を主目的とする事
業群が，EUを出資主体とする事業の多く，およびイギリス，イングラン
ド，ヨークシャー＆ハンバー，ノースヨークムーアのすべてにおいて実施
され，全体の約三分の一を占める。１９７０年台後半に EU等で環境問題とし
て顕在化し，イギリスの自然に即して８０～９０年台に各地において具体的な
事業として取り組まれるに至った。また，農産物の生産・販売と森林・林
業に関する事業群がイギリスおよびイングランドを出資母体とする事業に
１０余りある。土地管理事業に関わった農場と地域社会の人々は，これらの
事業での経験を活かし，かつ一体になってダンビーグループパリッシュ地
域の活性化につながることを期待して事業に取り組んだのである。
表４はまた，ノースヨークムーア国立公園地域においてさまざまなパー
トナーシップが表中の事業群を契機としてできていたことを教えてくれる。
国立公園では「環境保全を目指すことが地域振興を促す」ことが大前提で
ある。地域振興を単独に追求することは，国立公園の目的に反する。地域
振興を目的とし，それが環境保全にもプラスになる事業も，国立公園が目
指す方向ではない。一方，農家，地域社会，公園内で活動する事業体の多
くは，むしろ経済活動や活性化が活動の目的である。したがって，両者が，
パートナーシップを組んでそれぞれの目的遂行を目指す必要が生じる。そ
の場合，環境保全が地域振興に導く事業の模索が国立公園局の責務となる。
土地管理事業開始時には，表４に挙げた事業群への参加を通じてパートナ
ーシップが培われていたのである。
（２）事業の進行経過―１９９９年８月から２００２年８月まで―
本節では，５年間の NYMULMIの第一年次から第三年次までの事業の
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名称 出資主体 内容
EU Birds Derective
EU
１９７９年発足の EEC（現 EU）域の鳥類保護事業
EU Habitats Derective
１９９２年発足の EU域の自然の生息環境と野生動植物
保全事業
Special Protection Areas
１９７９年発足の EEC（現 EU）の鳥類保護事業のため
各国が区域設定する特別保護地域
Special Areas of
Conservation
１９９２年発足の EEC（現 EU）の SPA補完の保全事
業のため各国が区域設定する特別保全地域
Less Favoured Areas
１９７０年代以来続く条件不利地域（定義は可変的）へ
の特別支払事業
RAMSAR Convection
１９７１年採択，１９７５年施行。湿地・鳥類の保護と保全
利用の国際協定
EU Structural Funds
EUのビジネス成長と雇用拡大の地域政策用資金。
CAPと双璧の大規模額
Countryside and Rights of
Way（CROW）Act
UK
田園遊歩権を認めた法律で２０００年１１月にイングラン
ドとウェールズで施行
Countryside and Wildlife Act
１９４９田園アクセス法を強化した１９８１年施行の野生生
物保護法
Eat The View Programme
農家・土地管理者と消費者（ビジター）のパートナ
ーシップ事業。CAがイングランドで５箇所事例調
査し２００２年報告書
Hill Farm Allowance Scheme
２００１年発足の山地・高地の条件不利地域の牛・羊飼
育農家への助成
Rural White Paper
農村白書。農村再生のための政府による青写真・提
案
Vital Villages Scheme
２００１～２００５年３月に行われた CAへのウェブ申請方
式の助成制度
Wildlife Enhancement
Scheme
１９６８年法整備され，２００６年改正により現行。土地所
有者と管理協定を結んで野生生物を保護する事業
Land Management Initiatives
Programme
１９９９－２００４年に CAがパイロット事業としてイング
ランドで展開した土地管理事業
Market Towns Initiative
Programme
２００１年に CAがはじめた地方の市場町の振興事業を
母体とし，対象を拡張して今日に至っている。
SSSIs
１９４９年に NCの任務として指定が始まった学術上特
に重要な保護地域
Countryside Character／
National Areas
地形や地目に特徴を持つ地域の保護
UK Biodiversity Action Plan 生物多様性についてのイギリス行動プラン
Sheep Annual Premium
Scheme（SAPS）
羊・山羊飼育生産者への直接支援
表４ ノースヨークムーア国立公園に関連しうる事業の一覧
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名称 出資主体 内容
Beef Special Premium
Scheme（BSPS）
UK
１９９３年に導入された牛肉生産者への直接支援
Suckler Cow Premium
Scheme
２００１年に開始された専門的牛肉生産者に対する所得
支援
Slaughter Premium
２０００年１月に開始された家畜解体業者に対する助成。
解体までに２ヶ月間以上の飼育の義務づけ
Over 30 Months Scheme
１９９６年開始の高齢牛を衛生のため補償金で屠殺し食
品にしない事業。２００５年１１月補償金を廃止（食品不
可は継続）
Arable Area Payments CAP改革の一環で１９９２年に導入された減反政策
Milk Quotas/dairy regime 牛乳の過剰生産を防ぐ生産調整助成金
Objective 2
EUによる地域政策。構造的困難地での社会経済の
転換の支援
Lottery funding − awards for
all etc
宝くじ助成金
England Rural Development
Programme
（Regional Programme）
England
Rural
Develop
-ment
Program
me
農業・環境・農村生活の改善プロジェクトへのイン
グランド政府による資金提供
Rural Enterprise Scheme
イングランド政府が支援する，農家等がコミュニ
ティ内で行う持続可能な発展をめざす事業
Vocational Training Scheme 農家等の職業技術や競争力に貢献
Promotion and Marketing
Grant
クラブ等で振興活動を計画し費用の半額を上限に小
額を助成申請する
Organic Farming Scheme
今後５年以上有機農業に切り替える農地について申
請し補助金を支給される
Countryside Stewardship
Scheme
１９９１～２０１４年「田園見守り事業」。伝統的な壁・溝
や獣通路の再生，畦利用等。Natural Englandが事
業を継承
Processing and Marketing
Grant Scheme
市場対応農産物の生産・流通の合理化・農産物の加
工促進・副産物の活用等の商品化促進
Woodland Grant Scheme
田園見守り事業の後継で，気候変動対策を兼ねた森
林整備事業
Farm Woodland Premium
Scheme
１９９２年開始。１９９７年改定，２０００，２００５年修正。１ha
以上の規模で農地を地目変換し植林して森林にする
申請事業
New native woodland
challenge funds
その土地の林野を作るチャレンジ資金。生物多様性
の活動事業の一つ
Regional Transport Strategy
前身 RPGは１９８８年発足。自動車交通を減らし持続
可能な地域交通を整備する施策
National Park Plan 国立公園の運営計画・開発規制計画など
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名称 出資主体 内容
Biodiversty Audit of
Yorkshire and the Humber
Regional
生物多様性（種，生息環境）の検査・評価。王立鳥
類保護協会 RSPB制作。RSPB，農村開発サービス，
CAの景観・アクセス・レクリエーション部門，環
境庁，地方政庁，ヨークシャー野生生物トラストら
が共同で管理・運営
Esk and Coast Action Plan
エスク川流域の水質・生物生息情報と保護保全のた
めの修復活動計画
Forestry Forward 林業・森林管理の事業計画，植林や森林利用の推進
Regional Innovation Strategy
１９９４年に ECで始められ OECDに拡大した，地域
条件に沿った個別技術革新戦略の，ヨークシャー＆
ハンバーでの作成
Regional Planning Guidance
「地域空間戦略 RSS」に先行する地域政策。２００１年
１０月発行，２００３年６月改訂
Rural Transport Patnership
Scheme
農村の公共交通を CA，州議会，パートナーシップ
で維持する計画
Sustainable Local Products
Regional Strategy
地元農産物の生産・流通により健康・安全を促進し
地域経済を支援する事業
Vocational Training Scheme
遠隔地などで職業訓練（新たな技術研修等）が難し
い人々への支援事業
Yorkshire and Humber
Regional Cultural Strategy
２００２年頃取り組まれた，文化の保全・活用の５～１０
年後までの行動計画の策定
Yorkshire and Humber
Regional Transport Strategy
２００５年１２月に地域空間戦略 RSSに移行するまで機
能した地方交通計画
Yorkshire Forward Regional
Economic Strategy
１９９９年設立の地方振興機関 Yorkshire Forwardが
２０００年から作成した，１０年期間の地域経済振興の施
策と方法の青写真
Yorkshire Tourist Board
Regional Tourism Strategy
ヨークシャー観光委員会による観光振興戦略
Yorwoods（Yorkshire
Woodland Initiative）
１９９８年設立の，ヨークシャー北部の林業・森林産業
支援の非営利プロジェクト組織
Redundant Buildings
Grant Scheme
RDAによる，未活用建物を改築・修繕して製造業
・サービス業・オフィス・小売販売事業に活用する
際の補助事業
Food or craft initiatives
１９９２年から EUや UKによって始められた，地域ア
イデンティティとしての食料や工芸支援のプロジェ
クト
Other education or training
schemes
他の教育・訓練事業計画
Local Environment Agency
Plan for Esk
１９９７年に環境庁東北地方局が作成した，Esk・海岸
地域の最初の環境実態と改善を要する問題状況の報
告書
国立公園内の地域社会の持続可能性（松尾） 103
名称 出資主体 内容
Moors Bus Scheme
Local
地元民とビジター両方に自動車なしで移動可能なバ
ス交通を整備する計画。その後，２００８年に NPO法
人「ムーアバスの友」設立，２０１４年 NPO法人「ム
ーアバスコミュニティ利益会社」一部運行担当
North York Moors Moorland
Regeneration Programme
１９９５～２０００年に国立公園局と農林水産省が行ったム
ーアランド再生事業
Nort York Moors National
Park Local Biodiversity
Action Plan
イギリス政府の生物多様性行動プランの国立公園域
での行動プラン（１９９８～２００２年）。５年更新
North York Moors Upland
Lamd Management Initiative
／The Farm & Rural
Community Scheme
CAのパイロット事業として１９９９～２００４年に行われ
た高地土地管理プロジェクト（農場と農村コミュニ
ティ計画）
Whitby Community College
Bus Scheme
ウィトビーコミュニティ校（１４－１９才と成人対象の
中等学校）の通学バス計画
Whitby Market Town
Initiative
２０００年以降の，ウィトビーと通勤圏の地域経済・科
学・文化の振興計画
Local Plan
１９９６年作成（２００１年改訂）の詳細なノースヨークム
ーアの土地利用・規制政策
County Structure Plan
１９８１～１９９６年や１９９１～２００６年期間のノースヨーク
シャーカウンティの土地利用・鉱物資源・建築等の
政策
Local Biodiversity Action
Plan
ノースヨークシャー各地の生物多様性行動プラン
Land Management
Agreements within F&RCS
１９９９～２００４年農場と農村コミュニティ計画のもとで
の土地管理協定
F&RCS Community Grants
１９９９～２００４年農場と農村コミュニティ計画での補助
金
Danby Parish Plan ダンビーパリッシュ地域のプラン
Elderly Action Plan 老人のニーズに取り組み支援する行動プラン
Education or training
schemes
教育・訓練事業計画
Community Groups コミュニティグループ
Local volunteer action
groups
地元のボランティア活動を行っているグループ
National Park Management
Plan
１９９８年にノースヨークムーア国立公園局が策定した
国立公園管理計画
Single Regeneration Budget
SRB
農業とコミュニティの経済発展
注）２００２年１２月８日に，「パッケージ」協議に参加したステークホルダーに対して，経験ないし
熟知している事業を３つ選択して，それぞれの事業について，ノースヨークムーアでの実施
における長所と短所，つまり，実施に対してノースヨークムーアが自慢できる利点と障害と
なる欠点が何であるかを判定するため，郵送回答のアンケートが行われた。アンケートで選
択対象に挙げられた事業群のリストが，この表で示した７５の事業である。
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進行経過，次節では２００２年９月から２００４年８月までの取り組みにむけた
「パッケージ」の内容とその決定の進行経過をそれぞれ紹介し，ステーク
ホルダーが事業内容を決定して実施するイギリスの地域政策の直接民主主
義方式の確立過程を詳細に紹介し，検討する（注１３）。イギリスではこの直接
民主主義方式が，市町村以下のレベルの地域政策における，現行の方式で
あり，国立公園の管理運営においても同様の方式が採用されている。１９９０
年代末から２０００年代前半は，まさにこの方式が実践されて確立した時期に
あたる。
１９９９年８月から２００４年８月まで５年の期間実施された土地管理事業は，
開始から３年経った時点で，事業以後をにらんで第三期（２００３年４月～２００４
年８月の期間）（注１４）の事業内容を決定するために，２００２年９月～２００３年４
月の期間に会議・集会・協議を行って「パッケージ」を策定した。当初３
年間の事業内容や報告書等と「パッケージ」を決定するための取り組みの
経過を，表５にまとめ，時間軸に沿って内容ごとに a～ vの番号を付した。
表５に沿って，NYMULMIの進行経過を順次説明していこう。
a 事業開始の前年１９９８年５月１５日に，チャールズ皇太子が現地訪問して
農場＆農村コミュニティ計画の事業を実施することが公表された。イング
ランド全域での共通事業名は LMI「土地管理事業」であるが，当地では，
それとは別に，事業の目的の一つである「農民とコミュニティのより強固
な連携を創る」を端的に表す F&RCS「農場＆農村コミュニティ計画」の
事業名称が愛着をもって用いられている。
b 前節で述べたように，CAが，イングランド１１箇所のパイロット事業
として実施する土地管理事業 LMIの実施目的，到達目標，対象地，実施
スケジュールについての解説を刊行した。従来の農業政策のままでは生産
性が上昇せず環境の悪化が進行する状況を踏まえて，「農家・地主・地域
コミュニティおよび関係者と一緒に活動し，広範な環境・社会・経済的恩
恵を生み出すことをめざす」政策転換を宣言し，「過剰な頭数や過放牧の
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番号 年月 内容 備考
a １９９８．５．１５ 農場＆農村コミュニティ計画（F&RCS）の発表（チャールズ皇太子） 於現地
b １９９８ CAによるパイロット事業「土地管理事業」の解説 CA
c １９９９．８ 農場＆農村コミュニティ計画の担当職員に Fraser Hugillを任命 NYMNPA
d ２０００ 国立公園局と CAによる『ノースヨークムーア高地土地管理事業：
農場と農村コミュニティの事業計画』の刊行。e（１年目の年次報
告）を中に挟みこめる冊子
目的：活力があり環境にプラスになる管理活動，農村地域の経済と
コミュニティの改善。本事業の国家目的は次の３つ。
地域社会を社会経済環境目的の同定に関与させる方法の検証
EU農村発展規則に基づく一体的農村発展のスキームの開発
農民とコミュニティのより強固な連携を創る
対象地とパートナーシップ：Wasterdale, Commondale, Castleton
村からなる地域社会，NYM国立公園局，CA,Yorkshire Forward,EU
（追加資金）
助言：ヨークシャー農村コミュニティ議会，農場と農村保全局，ノ
ースヨークシャー州議会
結果の行政上の活用：２００２年の農業―環境計画について農業省の報
告，２００３年イングランド農村発展計画の政府中間報告，２００６－２００７
年 EU共通農業政策の改革への寄与
結果の地域社会への活用：土地管理協定の締結およびコミュニティ
環境助成金の提供によって，広範な地域社会と農村経済面での土台
が構築されつつある。
NYMNPA & CA
e １９９９．８―２０００．８ プロジェクト１年目年次報告（Fraser Hugill）。dに挟み込み NYMNPA & CA
f ２０００．８―２００１．８ プロジェクト２年目年次報告（Fraser Hugill） NYMNPA & CA
g ２００１年度 ２００１年口蹄疫の発生に伴い，Danbyパリッシュ全域への事業対象
地の拡大
h ２００２．１ CAによるパイロット事業「土地管理事業」の中間報告 CA
i ２００１．８―２００２．８ プロジェクト３年目年次報告（Fraser Hugill） NYMNPA & CA
j ２００２．９―２００３．４／５「パッケージ」の策定のための会議・集会・協議と策定報告書作成
のスケジュール
k ２００２．１０．２４―２５「パッケージ」事業に関する説明と資料の受領 於 CCRU
l ２００２．１１．７ リーズに所在するヨークシャー＆ハンバー地方 CAで会議 於 CA
m ２００２．１１．２０ LMI（F&RCS）の年度総会。「パッケージ」事業の第一回集会 於Moors Centre,
Danby
n ２００２．１２．８ 追加アンケートの回答・返送の依頼（NYMNPA→参加者。返送は J.
Powell/CCRU）へ
o ２００２．１２．１９ リーズの CAで会議 於 CA
p ２００２．１２．１９―
２００３．１．２２
リーズ CA会議での指摘をうけて，CCRUがパッケージ修正案を作
成
q ２００３．１．２３ ヨークの St Williams Collegeでダンビー集会の結果説明と優先政
策決定のための素案の解説と集会・協議
於 St Williams College,
York
r ２００３．１．２９ リーズの CAでの会議。報告書の草稿１。CCRUによるヨーク集会
のとりまとめ
於 CA
s ２００３．３．６ リーズの CAで集会・協議 報告書原案１に対する第一回検討会 於 CA
t ２００３．４ 報告書原案２に対する第二回検討会（場所，日時？） CCRU作成
u ２００３．５ 第三回検討会を経て最終報告書の CAへの提出（場所，日時？） CCRU作成
v ２００４．１１ CAによるパイロット事業「土地管理事業」の経験・成果報告書 CA
表５ 土地管理事業と「パッケージ」事業の目的と進行経過
注）a～ vは，手持ちの冊子や参加した会議資料により確認できたもの。これら以外にも会議や
資料・冊子の作成があったと思われる。
CA: Countryside Agency, NYMNPA: North York Moors National Park Authority, CCRU: Coun-
tryside and Community Research Unit, Glocestershire University
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減少，支援メカニズムの定義の変更，羊の比率の低下と家畜内訳の改善，
農業と非農業セクターとの連携の促進，伝統的な多目的高地土地管理や田
園特性・文化保持の維持発展，持続可能な農業と農村経済を維持するスキ
ルの開発」の実践を掲げた。個々のパイロット事業についても言及してお
り，ノースヨークムーア高地については，農業とツーリズムの２本柱のう
ち，不振の農業をこれまでは農業保全助成計画や EU Objective 5b資金で
補ってきたが，今後は「地域社会や他の機関とのパートナーシップで経済
の活性化をめざす」ことを述べている。ただし，事業開始に至っていない
段階のため，農村環境管理，村の特質の維持，農村管理技法の開発を掲げ
るにとどまっている。
c 事業開始時の１９９９年８月，担当職員として，Fraser Hugillが任命さ
れた。５年間の事業を，毎年年次報告を刊行して事業を反省し，改訂を加
えて継続していく方式が採られた。事業は，Upper Esk Valley（Esk川上
流域）の３地域社会（Castleton, Commondale, Westerdale），ノースヨー
クムーア国立公園局，CA，ヨークシャーフォワードの間のパートナーシッ
プで開始された（図３）。
d ２０００年に国立公園局と CAが，『NYMULMI：農場と農村コミュニティ
の事業計画―Esk川上流域における人々と場所のための作業―』のパンフ
レットを刊行した。中に仕切りがあって，次の eの冊子をはさんで関係者
に配られた。d自体は３ページからなり，CAによる国のパイロット事業
としての NYMULMI，地元で呼称されている事業としての F&RCS，パイ
ロットエリアの解説に各１ページが割り振られている。NYMULMIは，
目的・実施理由・達成したいこと，パートナーシップを組む機関・地域社
会，助言機関，事業成果の活用（政策上の活用，地域社会への活用）を，
F&RCSは，土地管理者・人々との会合や気軽な訪問やコミュニティアン
ケートによる現地の意見の包括的な聴取，３つの基本的項目を含み，環境
・社会・経済すべてについての一体的な農村発展の達成を目的とすること
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を記載している。パイロットエリアの解説は，対象地が国立公園の北端に
位置し，５０００ha３２０世帯，うち２３軒が農家で，典型的な農家では家の近く
に５７ha，羊３２５頭，乳牛３１頭を飼うこと，多くの農家は羊の群れを飼い，
放牧入会権のあるムーアに羊を運び込むこと，３集落と支流の流路に関す
る記載と地図からなる。
このパンフレットによれば，NYMULMIは，３集落，国立公園局，CA，
ヨークシャーフォワードのパートナーシップ事業で，EUから追加的財政
支援と，ヨークシャー農村コミュニティ議会，農家＆農村保全局，ノース
ヨークシャー州議会による助言を受けて実施されている。１９９９年から２０００
年の間に実施された作業として，EU，CA，国立公園局，地元パリッシュ
議会の資金を用いたコミュニティ事業である Primrose Hillの歩道の舗装，
コモンデール集落上流にある歴史的な踏み道と大衆の遊歩道のコミュニ
図３ ノースヨークムーア国立公園 LMI（土地管理事業）パイロットエリア
注）カントリーサイドエージェンシーの LMI資料，Ordnance Survey,2002, Ex-
plorerTM OL26と OL27により，著者作図
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ティ事業としての修復，Castleton小学校の子どもたちによる地域史案内
の制作がある。また，F&RCS土地管理協定には，から積み石壁の再構築
のような作業への資本金支出と，価値ある野生生物エリアの維持のような
作業への歳入金支出がある（注１５）。
e １年目年次報告。この冊子は入手できなかったため，内容未詳。
f ２年目年次報告。年次報告によれば，２０００年１０月の洪水と２００１年に勃
発した口蹄疫のため被害があったが，２０００年８月から２００１年８月までにさ
まざまな取り組みがなされて，大いに前進があった。口蹄疫によって６軒
の農家が家畜を喪失し（全農家飼育数の２５％），フットパスは保護地帯の
外側に３再開しただけであったが，農場経営助言サービス（FBAS）と
のパートナーシップにより，ヨークシャーに即した高地農場経営の評価
パッケージを開発し，２００１年に１０農家で試験的に用いて，よりレベルアッ
プした環境評価規準の設計に結実した。
F&RCSのもとで，２０軒の農家が土地管理協定（LMAs）を結んだ。７８３
haが土地管理協定の対象の土地となり，１６６haの保全草地，１５haの林野，６１
のから積みの石壁，７．７の生垣，１０の大衆の歩行権利がある道，２１
の伝統的建造物が対象地として整備された。「資本金からの支出作業」と
して，LMAsのもとで，伝統的建造物３棟の修復，１３１６のから積み石壁
の造成，４３７の生垣の再生，１３０１の小川脇のフェンス設置，２００本の植
林がなされ，２４１６時間の雇用が生まれた。F&RCSのもとで，鉄道沿いの
壁２２０が修復され，環境・経済・社会面すべてで便益がもたらされた。
一方，コミュニティ事業として，口蹄疫対策も兼ねて，羊の群れが混ざ
るのを防ぐため，永久的なキャトルグリッドを Castleton Riggに２か所設
け，一時的なキャトルグリッドも設置した（写真１）。また，３コミュニ
ティが希望した他のコミュニティ事業（Castletonの Old Mans Park駐車
場の改修，Castleton Churchへ国道を避けてアクセスできるように通路を
改善，Castletonの Primrose Hill史跡への階段の改修，Commondaleの村
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の公会堂へのアクセスの改修，Commondaleの砂岩の円柱上への道路標識
の敷設，Westerdaleのクリケットのピッチの境界の改修と生垣植樹，
Westerdaleの村内の擁壁の改修，Westerdaleと Bagdaleとのアクセス道
路の改修）が完了し，Westerdaleの鐘楼の鐘をならす資金とコミュニティ
管理人の雇用資金を確保した。Castletonのコミュニティ事業で使用した
木材は，１９９８年設立の森林事業支援の NPO組織 YORWOODSが農家の林
野から搬出・加工したので，額は大きくないが，農家は材の代金を得た。
また，コミュニティによる管理人の雇用は，コミュニティが国立公園を保
護・管理する意識の醸成と国立公園の環境を知るいい機会となった。これ
らによって，農家とコミュニティとが一緒に，環境・経済・社会を一体的
に運営する LMI（F&RCS）の目的が実践されるようになった。
口蹄疫のさなかにおける F&RCSエリアでの事業の成功を受けて，取り
組みの有効性が検証され，２００２年度，Danby Group Parish Council（議会）
は，NYMULMIの事業エリアを従来の３集落区からダンビーグループパ
写真１ キャトルグリッド
注）ノースヨークムーア国立公園において著者撮影
底面の金属棒が回るので，家畜は進めない
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リッシュ全域（以後，ダンビー全地区，と称する）に拡大することを決め
た（g）。対象地は９０００ha６２５世帯，５０農家となった。これに伴い，コミュ
ニティ管理人は０．５人の常勤雇用に相当するより安定した職となった。事
業内容についても，ダンビー全地区議会と LMI（F&RCS）事業者がパー
トナーシップを組んで，「パリッシュプラン」が開始された。農家もコミュ
ニティも，一連の活動を通じて，ダンビー全地区を対象に実施されるパリッ
シュプランが事業地域における再生・活性化にとって重要であるとの共通
認識ができた。あわせてパリッシュプランは，政策遂行面でも適合的であ
る。すなわち，EU Objective 2資金による，コミュニティ経済発展計画と
経済／職の創出助成計画はともにコミュニティの協議を必要とする事業な
ので，パリッシュプランが両計画の助けになる。また，現状の健康保健部
門の再組織化（Primary Care Trusts）と地方政府の再組織化（Social Strate-
gic Partnerships）が必要とするコミュニティ主導のプランニングに対す
る将来の要件をパリッシュプランは満たせる。さらに，現行では CAPが
支援している農業に関する諸問題にもパリッシュプランが指針を示す助け
となる。パリッシュプランとしての実施が，エスク川上流域がこれらの変
化に対応するのを助けてくれる。
「田園の性格と環境資本評価」が２００１年の早い時期に完了した。これは，
NYMULMIの域内諸地域について環境条件に照らした資本価値を評価し
たものである。「土地利用コンサルタント」会社がパイロットエリアの評
価を委託された。結果は，地元の目的設定の参考に供されているほか，事
業の次のステージの設計に寄与する。考古・歴史・景観・生態の情報が結
合され，域内の田園の性格を６つの基本タイプ（ムーアランド高地，低地
ムーア，ムーアランド縁辺，デール頭，低地デール，ムーアランド谷）に
分け，その細分により，パイロットエリアを１１地域に区分した。これを枠
組みに用いて，個々の場所の意味，経済，生物多様性，文化的連関，ツー
リズムやレクリエーションの魅力にそれぞれの地域要素がどのように貢献
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するかを検討し，次の６種類を掲げた。多様性を維持し高める。そのた
め景観の詳細・細部を維持し，斉一化を避け景観と生息環境の多様性を維
持する管理作業を促進する。静謐さ・遠方性を保護し積極的に保全する
（交通の雑音がない，飛行機の通過制限等）。光公害を最小限にする活動
の保護・促進。暗闇の空の維持，既存の不適当な事業計画の修正。生息
環境の範囲を最大限保護する。持続可能な土地管理作業を促進して生息環
境の多様性を維持する。歴史的連続性を強く意識し続けて活力ある地域
経済とコミュニティを支援する。持続可能な土地管理作業を促進して，
全ての歴史的景観を最大限保護する。歴史的環境の理解を高める最優先の
方途は一層の研究と観察である。
「農家経営助言サービス」（FBAS）は経済的側面から農家経営に対して
指針を与えるサービスなので，社会面と環境面から支援する F&RCSが
FBASとパートナーシップを組んで，一体的な高地農場評価（IUFA）パッ
ケージを開発するため，FBASの参加は不可欠である。F&RCSと FBAS
との協力は貴重であることが，口蹄疫で飼育牛馬を亡くした全農家対象の，
より高度な５日間 FBASパッケージの開発を通じて，明らかになった。
以上の実施成果とともに，年次報告には，次年度に向けての教訓として
次の諸点が盛り込まれた。
・コミュニティは時間の経過とともに変化する。F&RCSがこの点を認識
し，変化の状況に適応することは，大変重要である。
・コミュニティが自分のペースを踏まえて作業するのは重要である。
・現実に対象地での取り組みを示すこと，たとえばコミュニティが管理人
（Community Caretaker）を選出していることは貴重である。
・地元の代表的な農家等が事業に取り組んで良い作業実践を示してくれる
ことは大変効果的である。
・実験や開発の事業は，少ない予算にあわせて経済的に効果的な方法で行
う。
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・アドバイスを提供していただくことは，目的に向かう手段を教わってい
るほどにありがたく貴重なことである。
・外部からの要因にすばやく対応する能力は非常に重要である。たとえば
口蹄疫に対して即座に一時的なキャトルグリッドを設置して病気の感染
を押さえたこと等。
・現場では多くの補助金，制度があって複雑難解なので，それをわかりや
すく知らせる必要がある。
・プロジェクト担当職員の存在によって，ある程度事業計画が弾力的に実
施できる。
・農家と地域社会が密接な関係にあることが是非とも必要である。
また，年次報告は，NYMULMIが国の政策発展に対して果たしている
貢献についても，指摘している。
・ナショナルトラストと国立公園局とのパートナーシップ「ブランデール
保全計画」政策は，F&RCS土地管理協定がモデルである。
・一体的な高地農場評価パッケージは，５日間の農場経営助成サービスを
新たに作り出した。
・NYMULMIでの成果や知見が政府２０００／２００１の Hill Task Force（山地
タスクフォース）に盛り込まれている。
・NYMULMIでの知見，とりわけ田園執事主義（Countryside Stewardship）
の限界に対する理解と，経済・社会・環境目的の一体化に向けた機会が，
今日の，野生生物と田園のリンク（NGOの協会）による「農業－環境
報告」に寄与した。この「農業―環境報告」は，新しい DEFRAの「農
業―環境事業計画」検討２００２のさきがけをなした。
以上の記述からわかるように，NYMULMIは農家とコミュニティの一
体的取り組み，環境・経済・社会の一体的事業展開の両面で，積極的な取
り組みを実現し，さまざまな成果をあげて進行していることが，２年目年
次報告によって確認できる。
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h ２００２年１月は，１９９８年８月から２００２年８月までの実施期間のちょうど
折り返し点にあたる。また，２００２年１月に，イギリスの農業政策を転換し
て農業－環境政策にシフトした Curry Reportが刊行された。
LMI対象域はダンビー全地区に拡大された。農業は高地の肉牛と羊の
企業経営，事業エリア内の大半のムーアランドは，SSSIと特別保護地域
SPAに指定され，最近設けられた特別保全地域 SACの候補地である。
i ３年目年次報告。２００１年８月～２００２年８月の F&RCSのテーマは「変
化への適応」である。土地管理協定 LMAsについては予算上の制約のた
め，LMIの拡大した区域では実施できなかった。しかし，他の項目群，
たとえば一体的高地農場評価 IUFAと田園執事主義 CSの促進，コミュニ
ティ管理人 CCへのファンド提供などは全域で展開され，昨年同様パリッ
シュプランがさらに前進した。ヨークシャー農村コミュニティ議会（York-
shire Rural Community Council）もアドバイザーとして活動し，熱心な地
元の人々がことにあたったのが成功への鍵となった。２００１年９月発会式に
１００人以上の住民が参加し，その後３０人以上がボランティアでプランを実
施した。実施項目には，輸送（交通），ビジネス，農業，コミュニティ，
環境，レクリエーションが含まれている。域内の全世帯に対して５６の包括
的アンケートが実施され，５０％の回答が寄せられた。彼らプラングループ
は，地元の各種サービスの供給者（地元議会，消防団，国立公園局等）を
プランニング過程に組み込むため，彼らとも会合をもち，プラン実施事項
の優先順位の合意作りが進められた。
一年間の事業成果は次のとおり。一体的高地農場評価は，口蹄疫の発生
のため開始が非常に遅れ，十分な成果が得られなかった。土地管理協定は
引き続きもとの３コミュニティ範囲内で実施され，対象地が８６４ha，１８０ha
の保全草地，１７haの林野，７０のから積みの石壁，８．２の生垣，１０の
大衆の歩行権利がある道，２１の伝統的建造物がこれまでに整備され，昨年
よりさらに進捗をみた。「資本金からの支出作業」は，LMAsのもとで以
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下の作業が完了した。１３５２の石垣の修理，１０００の生垣の再生，４９０本
の植樹がなされ，１３９９時間の雇用が創出された。さらに F&RCS事業によ
り，国立公園局がヨークシャーフォワードに対して提供した「農村修復プ
ログラム」ファンドにより，Westerdaleにおいて，２２０の生垣が修復さ
れた。２００２年７月に F&RCS事業で実施された保全草地運動には１３軒の地
元農民が参加した。自然保護とそれをいかに F&RCS土地管理協定の枠組
内で最善に達成するかに関心が寄せられた。
F&RCSプロジェクトオフィサーが，DEFRA，土地に根ざした農村トレ
ーニング（Land Based Rural Training）とパートナーシップを組んで，当
地の農業の今後の方向について，２００２年２月セミナーを開催した。エスク
川流域から６０人の農民が，農場の多様化，地元農産物のマーケッティング，
農業・環境スキームの機会を知るため，セミナーに参加した。
コミュニティ管理計画は，丸１年ダンビー全地区で実施されている。現
在，F&RCSコミュニティグループとパリッシュ議会の間でファンドや管
理のパートナーが組まれており，大変成功した例である。参加した世帯主
へのアンケートによれば，回答者の９５％が本サービスの継続を支持してい
る。実施された主要なコミュニティプロジェクトとして，Commondale~
Castleton間に，車椅子利用者など移動困難な人も含め，あらゆる人が利
用可能なアクセス用道路を３作った。異なるファンドを組み合わせたプ
ロジェクトの好例で，F&RCSプロジェクトと National Park Disabled Ac-
cess担当者合同の EUからのファンド，Sports Lottery Fund，North York-
shire州議会のサイクルルートファンドを組み合わせて実施された。
F&RCSでの地元ビジネスの支援は，この１年間に進展した。地元の手
工技術者にビジネスアドバイザーを紹介して事業拡大助成金へのアクセス
を促すものから，他の事業が多様に展開するのを支援するものまで幅が広
い。
また，F&RCSは，都市部と比較してケアの提供が極めて不利な高齢者
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のために住民が結成した組織「エスクムーアの高齢者のための行動」（Esk
Moors Action for the Elderly）を支援した。EMAEは，姉妹組織のアビー
フィールドエスクムーア協会と一緒に，地元の高齢者のため包括的な「ケ
アモデル」を提案した。
田園執事主義 CSの申し込みは簡素化され，さらに８haの草地を積極
的な経営に変えるかもしれない。昨年は伝統的な農場建造物３グループの
修繕を確実にした。今年は２棟修繕する可能性があったが，そのうち１棟
については土地管理者には財政的魅力が小さく，行われなかった。
FRCSプロジェクトオフィサーは，Cranfield大学修士学生と一緒に，地
元住民の地域意識，および地域意識と環境の質との関連を調査している。
これは，農業環境協定が確立したらより詳細に検討すべき事項であろう。
２００２年に，EU Objective 5bの助成制度（非農業面でのヨーロッパ農業
指針と保証資金）は完了した。１９９９年から２００２年まで，F&RCSによるコ
ミュニティプロジェクトはこの助成により４９．３３％の資金を支援されてき
た。これによる事業内容と実施年は次のとおりである。コミュニティ管理
人（現在まで継続中），Primrose Hillの舗装（２０００），Commondaleの塀
（壁）の修復（２０００），地域史と方言の記録（２０００），村のホールへのアク
セスの曲線化による改良（２００１），Castleton学校史の小冊子の制作（２０００），
Thunderbush Moorの踏みつけ道の改修（２０００），Primrose Hillの階段の
修復（２００１），Commondaleから Castletonまでの「みんなのためのアク
セス」道路の整備（２００２），Castleton教会へのアクセス道の新設（２００１），
Commondaleの道標の敷設（２００１），Old Mans Park（駐車場）の改修（２０００），
Westerdaleハイストリートの歴史的踏み道と石のカーブ保護の修復
（２０００），Hunters stye（狩猟者小屋）の擁壁の改修（２００１），Westerdale
クリケットピッチ境界の改修（２００１），Bagdale Commonへのアクセス道
の改良（２００１），Westerdaleにおける鐘を鳴らす資金の確保（２００１），Wester-
daleの脇道のキャトルグリッドの敷設（２００１）。
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F&RCSの重要な役割の一つは，地方・国内・ヨーロッパの農業・農村
政策の展開を人々に知らせることである。コミュニティベースのボトム
アップのアプローチに関して，人々への教訓として次の諸事項が得られた。
・パリッシュプランの進展には地元の人々の協力と役割分担が重要である。
・アイデアやプロジェクトの所有権（の観念）をはぐくむことが，他のコ
ミュニティや事業家や農家と一緒にことを行い，成功させたいときに必
要である。パリッシュプランは好例である。プラン実施の主導権や責任
をコミュニティがもつからこそ，その完成や提供にコミットしうる。
・地元の知識や専門的知識があって初めて事業計画は高度な状態で進む。
・ボランティアの人が参加してパリッシュプランを前進させる場合，彼ら
は余剰時間に活動をするのだから，かなり時間がかかることをわきまえ
るべきである。
・コミュニティ管理人が人々に好評である。農村支援メカニズムの範囲内
で人々の望むことを行おうとする場合，どのファンドによって行うかを
十分検討すべきである。主に農業支援用のファンドを地域のパブリック
サービスのために用いるのは妥当かとの基本的な疑問に直面する。
また，新たなサービスを提供するメカニズムの開発に関して，次の教訓
が得られた。
・一体的な農場評価の開発では，新たなアプローチの開発に要する「貨幣
価値」について考える機会が得られた。サービスの提供費用とサービス
の開発費用を分けることが重要である。
・フォローアップ支援と事業アドバイスの重要性。開始時期だけでなく，
その後２から５年間の継続的支援が必要な事業が多いことを念頭におく
必要がある。
・農場経営助言サービス FBASは，保全の選択肢を商業的に魅力的にする
必要を主張している。保全に対する財政支援が現状では低すぎる。田園
執事事業は，潜在的可能性が高いが，高地農業体系に大きな変化を要求
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するのに，取り組んだ場合の見返りに魅力がないため，農民は取り組む
意欲をくじかれる。
・「資本資金」と「歳入資金」の問題も重要である。短期的に得られる資
本資金と比較して，より少額でも継続的に必要な歳入資金を得る機会が
限られている。コミュニティ管理人事業は F&RCSの最優先順位に位置
づけられ，パリッシュプランでも高く評価されているが，歳入資金を要
するため，サービス継続のための外部資金を見つけるのが困難である。
・田園地帯に人々は何を欲しているのか？難しい問いであるが，政府や社
会が我々（土地管理者）に何を求めているのかを的確につかむ必要があ
る。
・パリッシュ計画は地元の要求を特定して，提供のメカニズムに組み込む
こと，たとえば農業―環境協定のように，一連の目的群を内包できるほ
ど十分弾力性がある。
・EU Objective 5bはとりわけ経済・社会・環境を統合した諸方策を行う
のに適していた。この点は，引き続き，イングランド農村発展プログラ
ム（ERDP）や EU Objective 2などにおいて活かされるべきである。
・F&RCS土地管理協定は，成果に応じて支払われ，支払い方法や体系が
簡単である。GISによる地図化も容易で，一体的な農場評価の諸要素が
簡単な操作で提供され，モニター費用や事務手続きも容認できるレベル
である。
・「広く浅い」事業計画の下で提案されたので，農業環境協定応募プロセ
スを農家の全体的評価方法に連動させることは，農家にも事業計画者（資
金出資者）にも利益がある。
・コミュニティプランニングで実行されたことは一体的な農村発展の中核
部分の形成に直結している。一体化は，政策とともに現場活動の一体化
をも意味し，効率的な政策実施が可能なことが重要である。パリッシュ
プランは弾力的にコミュニティベースで進めて行くことができる。
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さらに，コミュニティと農家との間の結びつきの強化について，次の教
訓が得られた。
・農民とコミュニティの連携強化は経験上 LMIの最も困難な目的である。
困難の要因は，法制面（公的な信頼性の保証，保健と安全の保障の問題），
技術面（適した施設と熟練した技術が正しい場所にあるか否かの問題），
経済面（直接的な経済的便益があるか否かの問題）のすべてに所在する。
そのため，農民とコミュニティとの連携の改善には起爆剤が必要である。
以上の教訓を念頭に置いて，「パッケージ」の策定には，現場に現在の
EUや国の農業・農村政策群を知らせ，効果的な農村地域支援方法の開発
に導くことが求められている。そのため，具体的に，次の諸点の検討が必
要であるとプロジェクト担当者は指摘する。
A．何がエスク川上流域において民衆の新たな目的／大衆の望みであるの
か？これを知るには，地元の協議すなわちパリッシュプランと国の政
策目的（Curry report）を頼りに，「新たな目的／大衆の望み」を確立
することが必要である。
B．Aの段階で提示された大衆の希望を実施する既存メカニズムを確立す
るために，現在行っている活動，良い実践，政策と関連する長所，短
所，機会，脅威を明らかにする。
C．人々が望む目的を達成するために，制約を克服する「一連のパッケー
ジ」を開発する。第三段階は，現在行われているいい活動と地域の人々
の望みを実行するための新たな政策メカニズムを内包する最終的な支
援パッケージである。一連の作業過程において，地元の目的と国の目
的とが対立関係になる場合も考えられる。それをいかにつなぎ，建設
的な方法で克服するかも，F&RCSの挑戦の一つである。
j ９月１８－１９日，RESSG年次大会会場で，プロジェクト参加の機会を
得，ジョンから口頭で，２００２年９月～２００３年４／５月までの「パッケージ」
プロジェクトのスケジュールの概要をうかがった。
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k １０月２４－２５日にグロースター大学 CCRUを訪問し，ジョンから，CA
による土地管理事業の資料，CAの入札に応募した際の提出資料，NY-
MULMIに関する資料を受け取り，今後の日程（予定），事業の特色，イ
ギリスの国立公園の特色などの説明を受けた。本プロジェクトは，地域の
諸活動を一体的に結びつけて農村地域の発展を図るプロジェクトで，従来，
農村発展の方途，環境保全の方途，統治の方途などそれぞれ主題ごとに取
り組み，相互に結びつけた取り組みが十分なされてこなかったのと比較し
て，一体的取り組みに重点をおく点が特徴である。Leedsが実働地点なの
で，Leedsのメンバーと連携を取って行う。国立公園内は個人や会社がも
つ民有地が多く，国とそれらの人々が契約を交わし，補助金が支払われる。
国立公園内には様々な指定を受けている地域も多い。たとえば「ぜい弱な
環境の地域」Environmentally sensitive areaにおいては，放牧する羊の頭
数を減らし，土壌侵食が起きないようにする代わりに，本来の飼育に比べ
て失われる経済的損失がまさに補償金として償われる。長い時間軸のなか
で追求すべき景観を実現していく取り組みである。
また，上記に関連することとして，ヨークシャー＆ハンバーの公的なす
べての地域計画や，経済戦略に関するホームページを，知らされた（注１６）。
「パッケージ」プロジェクトに関わる CCRUのメンバー Nick Lewis，Paul
Selman教授，Henry Buller教授と挨拶し，ジョンから Curryレポートや
DEFRAなどのダウンロードすべき資料，対象地の地形図の番号について
教わった（注１７）。
（３）事業の進行経過―２００２年９月以降の直接民主主義による「パッケー
ジ」の決定と実施―
l 「パッケージ」プロジェクトへの最初の参加は，リーズに所在するヨ
ークシャー＆ハンバー地方 CAで開かれた１１月７日の会議である。会議出
席者は，CCRU３名，CA２名，NPA２名と著者の計８人，会議の主な内
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容は，「パッケージ」プロジェクトにいたる背景，研究目的と為すべき課
題，三段階の工程表と目的・実施内容に関してであった（注１８）。
まず，プロジェクトに至った背景は次のとおりである，ノースヨークム
ーアでは農業が衰退し，林業・エネルギー採取やレクリエーションのほう
が農村地域の持続にとって重要になっている。この状況下，一体的な発展
に向けて効率的な方向に諸政策メカニズムを正しくミックスして対応する
のはたやすいことではない。局地的な諸条件を考慮に入れ，局地レベルか
ら EUレベルまで数段階の異なる政策メカニズムを活用して，一体的な農
村発展を提供するのに最も効率的な一群のパッケージを開発すること，及
びこの作業を通じて政策と制度を改善して最適化を目指す必要がある。
次に，プロジェクトの全般的目的は「公共の目的にフィットするように，
一体的な高地農村の発展に向けて一群の処方箋を提示すること」である。
この遂行のため全体を３段階に区分し，各段階の基本的問題を提示して達
成目的を明確に示す。基本的問題はつぎのとおりである。
・いかなる活動が，資本や歳入を投入する支援の対象としての資格を有す
るか。支援すべき「公共財」は何か？
・いかなるメカニズムによって支援は提供されるべきか。支援対象により
二分でき，次の問いになる。公共財の購入，つまり非市場／非経済的
便益の購入の方式はいかにすべきか？農村経済の構造的変化を支援す
る方式はいかにすべきか？
・いかなるレベルの支援がなされるべきか？これに対しては，CAP（共通
農業政策）のルールの範囲内における，経済分析に依拠した，支払いレ
ベルにとどめることが念頭に置かれている。
三段階の工程表とそれぞれの段階での目的・実施内容については，次の
とおりである。
第一段階 Esk川上流域にとって，何が新しい公共の目的／共通の希望
か？
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目的：局地，地方，国，ヨーロッパの各地域スケールにおいて，この地
域の公共の諸目的を特定し，優先順位をつける。
方法：記録類の内容分析。記録類の中から，局地，地方，国，ヨーロッ
パの各地域スケールにおける公共の目的を特定する。本事業での「公共の
目的」の意味内容を定義し，どの問題に取り組むべきかを特定するために，
一連の指標を設ける。F&RCSプロジェクトオフィサーと一緒に取り組ん
で公共の目標群の一覧を作成し合意を得る。ついで，局地，地方，国，ヨ
ーロッパの各地域スケールで特定した公共の目標群に対して点数を与えて
優先順位をつけて，個々のレベル内の諸目的の優先順位を示すマトリック
ス（行列表）をつくる。行列表は社会・経済・環境の諸問題ごとにまず作
成し，そのあと一つに結合する。異なるレベルの諸目的間の相互連関もこ
の段階で明らかにする。F&RCSプロジェクトオフィサーと連携してこの
仕組みを作り，点検する。
以上の一群の作業について，個々のスタッフが関わる事項と作業進行を
６期に分けた予定表が示され，了承された。
第二段階 Esk川上流域で現在行われている活動，いい実践と政策に関連
する長所・短所・機会・脅威
目的：現在の政策・諸規則・機構・実施体制の長所と短所を分析して明
らかにする。
方法：第一段階で特定した諸目的を実施するためにさまざまな地域レベ
ルで機能している（発動している）一連の政策やメカニズムを特定する。
各地域レベルでキーをなすインフォーマントとインタビューしてこれを行
う。ついで，対象となっている諸目的に対して，SWOT分析を行う。標
準的 SWOT分析をキーインフォーマントとの話し合い・インタビューに
より行う。局地や地方のレベルの中心人物の協力を得て，異なるメカニズ
ムや実施体制の相対的長所・短所の特定も行う。分析の焦点は，目的を誤
りなく実現するための障害物の特定，代替的メカニズムや実施体制を構築
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できる可能性の特定である。
標準的 SWOT分析ないし force field分析の実施を念頭においている。FF
分析は制度分析において障害とチャンスを特定する技法であり，本プロ
ジェクトでは修正 FF分析を行って，現在の政策・規則・メカニズム・提
供のしかたの諸要素を評価し，長所・短所・機会・脅威を，局地，地方，
国，EUのレベルで特定する。
第三段階 特定された公共の諸目的を配達・提供するための「仕立てられ
たパッケージ」の開発
目的：同上
方法：政策分析。目的間の優先順位を定めて，それに沿ってパッケージ
を整えて実施する。資本ファンド，歳入ファンド，訓練（技術），助言，
支援，コミュニケーションなどの項目について，局地，地方，国，EUの
レベルで長所・短所・機会・脅威を分析して，「パッケージ」の草稿を作
成する。この草稿を，参加型ワークショップにおいて，局地と地方のステ
ークホルダーに判断してもらい，その結果をふまえて調整して最終的な
「パッケージ」に仕上げ，その実施の Action Planを設定する。この作業を，
プロジェクトオフィサーやキーステークホルダーと緊密に連絡を取って遂
行する。
この「パッケージ」はイングランド高地の公共の目的を提供・配達する
理想型として，将来の農村・農業支援の変更に際して政府に政策助言の影
響力を持つものになろう。
こうして，リーズの CAでの会議によって，「パッケージ」策定のスケ
ジュールと手法が定まり，農家とコミュニティとの集会・協議による「パッ
ケージ」の内容の検討が始められるに至った。
m ２００２年１１月２０日，NYMULMI（F&RCS）の２００２年度総会兼ワークショッ
プ（「パッケージ」事業の第一回集会）が，ダンビーに所在するムーアセ
ンターで開催された。会の案内は，ダンビー全地区の住民，事業所（含公
123国立公園内の地域社会の持続可能性（松尾）
的機関）のうち，NYMULMIの実施に対して参加を表明した人と機関に
計４６通郵送され，１７人から出席，９人から欠席の回答があった。当日の出
席者は１９人で，このほか CA８人，NPA５人，CCRU２人及び著者が出席
した。１９人には，DEFRAの農村開発サービス（Rural Development Service）
部の職員３人，NYM州議会議員１人，Whitbyマーケットタウン事業MTI
の担当者１人，ナショナルトラスト職員３人も含まれていて，これらの肩
書きを持たない農家やコミュニティグループの出席者は７～８人であっ
た（注１９）。
当日の式次第はつぎの通り。
１０時 到着。お茶・コーヒー
１０時３０分 歓迎の挨拶 Andy Wilsonノースヨークムーア国立公園局長
１０時４０分 NYMULMI: F&RCSについて Stuart Pasleyカントリーサイド
エージェンシー（リーズ）
１０時５０分 F&RCS年次報告 Fraser Hugillノースヨークムーア国立公園
職員（プロジェクトオフィサー）
１１時１５分 次年度のプラン Stuart Pasley
１１時２５分 コメント，質問
１１時４０分 「仕立てられたパッケージ」とワークショップ John Powellグ
ロースター大田園コミュニティ研究所
１１時５０分 ワークショップ１
１２時４５分 昼食
１３時３０分 ワークショップ２
１４時５０分 今後の予定
１４時５５分 閉会の辞
ワークショップ１では，参加者が事前に行った返答にあわせて，各グル
ープ１０人前後から成る３つのグループ分けが事前になされていた。参加者
は，ムーアセンターの２階で３つの円卓に別れて，該当グループのテーブ
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ルにおいて討論し，そのあと，優先対象の活動項目を選定した（注２０）。各グ
ループ内の活動項目群の中から，土地管理事業エリア，NYM国立公園や
ヨークシャー＆ハンバー地方，イギリスや EUの３つの空間スケールのそ
れぞれにおいて，最優先項目から第三番目の優先項目までを各自選択し，
それぞれ赤，青，黄色のシールを貼り，その集計によって優先項目の仮案
を作成する方法が採られた。３つのグループの活動項目群は，表６のとお
りである。全体で１１分類８５項目，グループ１は自然美・景観や生物の生息
環境，歴史文化遺産の保全・価値の向上と教育・啓発など国立公園の目的
や理念に関わる活動項目群２５項目，グループ２は国立公園内のコミュニ
ティ等の人々の協働やパートナーシップ，国立公園の環境特性を踏まえた
物理的管理，レクリエーション・アクセス・ツーリズムの促進，森林や樹
木の保全や整備に関わる活動項目群２７項目，グループ３は農業，輸送・サ
ービス，参加と能力・技能の構築・向上，雇用と産業の振興に関わる活動
項目群３３項目に大別できる。
ワークショップ１の終了後，全員１階の広間でサラダボールや大皿から
手作りのサラダや料理を取り分けて昼食や会話を楽しんだ。その後，再び
２階に戻り，午後のワークシップ２が行われた。ワークショップ２では，
ワークショップ１の個々の活動項目群に最も関連深いプロジェクト群を，
プロジェクトの提案された空間スケールの箇所に配列した表を用いて，参
加者が効率的に活動し，また活動成果を提供・配送しようとしたときに，
ダンビー全地区の実態に照らして実施に長けている（長所）かそれとも実
施が難しい（弱点）かを判断し，地域診断を行った。ワークショップ１で
行われた各自の選択結果を集計して活動項目の優先順位を得ることは可能
である。しかし，活動項目を実施するのは，ダンビー全地区の農民やコミュ
ニティ自身である。農民や住民が自らの地域とコミュニティを判断し，ど
のような点に優れ，あるいは弱点を抱えているのか，また地域条件を考え
ればいかなることに機会を見いだしうるか，あるいは脅威を抱えているか，
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選定方法
出席者各自が，最優先と考える項目に赤，第二優先に青，第三優先に黄のシールを貼る
３つの空間各々の事業としての優先項目を選定する。３つの空間：土地管理プロジェクトエリア，市町村や州や地
方，国や国際
対象項目群
グループ１：次の３分類２５項目から選定
教育と意識の増進
意識を高め，理解の機会を増進し，国立公園の特別の質を楽しむ
意識を高め，建造物（特に歴史建造物とその経済的利用）の価値を理解する
意識を高め，景観の農業と国立公園の効果の理解を増す
ムアランドの生態系，その文化遺産と伝統的管理について意識と理解を促進する
適する宿泊施設を準備して若者の意識と理解を促進する
アドバイス，財政援助，仕事の支援の機会について意識を高める
場所感をつくる無形の諸要素に気づく
所有物，動物福祉，景観維持，新たな環境親和的生産行為の管理を改善する訓練
研究，調査，実験的・技術革新的管理と長期的モニタリングを奨励する
保全と価値の向上
自然美，野生生物，文化遺産を保全し価値を高める
生物多様性を保全する
国立公園・地域・きわだった地域の景色の質を維持し価値を高める
「場所の精神」を守る
国立公園の開けた「野生の」ムアランドの景観を保持し価値を高める
河川回廊景観（と池・湖・貯水池）を維持し価値を高める
土壌資源と地球科学上の重要性を維持し価値を高める
影響を受けやすい土地管理に対する助成金の支払
ダメージを生じるかもしれない土地作業への制約
人工的造営物
歴史的・考古的特徴と伝統的農場建物を保護保全する
建造地を保護保全して価値を高め，新たな建物がいいデザインで場所の価値を高める
考古遺跡・集落形態・歴史上の広場や庭を保全保護する
伝統的な地筆境界を維持し価値を高める
村の可視的な質を維持する
主な開発提案に抵抗する
住宅のニーズと開発を認定する
グループ２：次の４分類２７項目から選定
パートナーシップと一体化
コミュニティ施設・サービスを提供し農村コミュニティを支援するパートナーシップ事業を維持発展させる
地元のプロジェクトでパートナーシップ作業や地元の人々の参入を促進する
環境の恩恵を伝達するために，仕事と土地管理に，熟練技術と動機づけを提供する
集団作業をとおして効果的な環境保護の機会を増す
共同作業と資源の分かち合いにより財政的恩恵を生み出す
環境の質と行動
リサイクルの促進／ごみの減量化
非法なごみ捨て／ごみ散乱の減少
影響を受けやすい立地とごみ施設の稼働規準の改善
騒音・光・目に見える汚染から国立公園の特別の品質を保護する
開発が国立公園の目的／品質と衝突しないようにして，持続可能な発展に一致させる
景観や建築環境を損ねない限り再生可能エネルギー資源やテレコミュニケーション技術の利用を促進する
内陸や海岸の水質や魚類への脅威を発信し，表流水や地下水の品質を維持する
レクリエーション，アクセス，ツーリズム
大衆の歩く権利ネットワークの維持とインフォーマルな大衆のアクセスの適切な拡大を確実に行う
ムアランドの「歩き回る権利」－ダメージが起きない場所で，注意の自己責任のもと，保護し価値を高める
保全と衝突がおきない水辺空間でアクセス・スポーツ・インフォーマルなレクリエーションを支え改善する
表６ ２００２年１１月２０日 F&RCS年次総会とワークショップの第一セッション：
優先対象の活動項目の選定
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田園の特性に適した，適切に管理された特殊なレクリエーションの追求を促進する
持続可能性の原則を尊重した宿泊施設とビジター施設の範囲と品質を維持し価値を高める
新しい市場の需要に伝統的な観光産業を適合させる（情報の提供と簡易な「予約」によって）
少数の（主流でない）集団のために田園でのアクセスや参加を広げる機会をつくる
森林
農民の自覚を高め，農場の森林の適切な管理を確実にする
古くからの半天然林の自然保全価値を維持し高める
環境の品質を改善し生産の潜在的可能性を維持するために植林地の管理に多目的アプローチを採用する
既存の森林地を拡大して新たな森林を適する場所に広げるように励む
個々の樹木のアメニティと保全価値を保護し拡大する
保全・アメニティ・スポーツ・林業の目的のため，広葉樹林地の活発な管理に励む
全体の森林連鎖に沿った適切なプロジェクトによって，市場の自覚や近接性を増す
資金援助や市場向けの支援によってより良い森林管理を奨励する
グループ３：次の４分類３３項目から選定
農業経営
伝統的な農業景観と関連した諸特徴を保全し価値を高める
保全・レクリエーション・社会経済的目的の一体的成就にむけて管理メカニズムを発展実行するため農村コミュニ
ティと作業する
環境管理を通じて経済的利益を増すように農場を経営する
農業の多様性に向けた諸機会を活用して進める
動物の福祉を改善する
ムアランドの経済価値を高める
農産物市場を改善する
輸送・サービス
地域の輸送戦略を発展させる
環境・リクリエーション利用・ローカルコミュニティの恩恵のため輸送サービスを促進し，サービスの一体化と自
覚を確実にする
コミュニティ施設やサービスを全員（若者や低所得集団）にとって合理的で利用可能になるように改善・発展させ
る
農村のアトラクション訪問を容易にし管理する
主な施設とサービス（たとえば村のホール・商店・郵便局・遊戯レクリエーション施設）の提供・保持を支援し，
利用を奨励する
ローカルコミュニティの全体及び一部でのニーズにみあう十分な住宅の供給を提供し維持する
参加と能力構築
地元の遺産・習慣・伝統を維持し祝ってコミュニティを助け励ます
国立公園の目的に関連した作業にボランティアや失業者をつけて役割を高めて巻き込む
農村地域でのコミュニティを土台にした訓練や学習にアクセスする
コミュニティ企業や自助グループを発展させる能力を構築する
より安全なコミュニティを創造する
大衆の土地管理への参加を高める
コミュニティ主導の経済・社会の再生を支援し，社会の福利を育てる
コミュニティの異なるセクター間の連携を発展させる
コミュニティプロジェクトのための資金を探す
教育と仕事の間の連携を奨励する
教育と農業経営の間の連携を奨励する
雇用と産業
既存の建物の再利用を含め，ローカルコミュニティに適したスケールでの新しい労働空間の提供を促進する
仕事の活動の水準を守り，新しい仕事の確立に励み，経済の多様化を促進する
小規模な仕事の特定部門のネットワークの発展を支援する
新技術を用いた作業内容に適合させ最新化してより効果的なビジネスインフラを支援し，仕事を環境に責任がとれ
るものにする
地域アイデンティティを特産物や特産文化に市場化する
ビジネスを顧客の需要に適合させてビジネスの競争力を高める（ニッチ市場の特定と開拓により）
中小企業と社会経済企業を助けて投資目的向け財政支援を得る
新しい，地域の高品質で持続可能な職の創造を可能にする，地域の環境資産を利用する
地元の市場を発展させより大きな付加価値をつけて，地域の強みに基づく長期的で堅固な地域経済を発展させる
注）CCRUによって作成された，当日用の配布資料による
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それらを自己判定して，地区条件を洗い出し，活動項目を実施する際の実
現可能性について判断材料を得るのがワークショップ２のねらいである。
n ２００２年１２月８日 CA Stuart Pasleyが，Fraser Hugill，John Powellと
協議して，１１月２０日ワークショップ参加者に，「パッケージ」作成のため
に，追加アンケートの依頼文及びアンケート資料を送付し，回答を１２月１８
日までに CCRUのジョンに同封封筒で返送するよう依頼した（注２１）。１１月２０
日のワークショップ２では，グループ１で２５項目，グループ２で２７項目，
グループ３で３３項目について，３空間スケールすべてについて回答する方
式がとられた。項目別に３空間スケールすべてについて回答する方式は，
参加者が関連深い広範なプロジェクト群について十分な経験や知識を持っ
ているわけではなく具体的にプラスとマイナスの程度を判断するのが困難
な点があった。そのため，ワークショップ１で選んだ優先対象の活動項目
に対する現地 F&RCSの実現可能性について十分判断できる結果が必ずし
も得られなかった。「パッケージ」決定に向けて，参加者の地区診断を再
度行う必要が確認され，上記のアンケートが追加実施された。
新たな地区診断では，当地に関連する７６のプロジェクト群を列挙し，参
加者に，これまでに取り組んだりその内容について詳しいプロジェクトを
３つ選択してもらい，プロジェクトごとに，４分野３１項目について，５段
階評価で，ダンビー全地区が実施する場合どの程度強みを持っているか（推
進力の程度），障害があるか（抵抗力の程度）を，それぞれ独立して評価
する方式に変更して，確実に結果を得ることを目指した（注２２）。４分野３１項
目はつぎのとおりである。Aプロジェクト／プログラムの資源（１～９）：
１用いることのできる資金の大きさ，２土地管理エリアでの優先目的プロ
ジェクトを扱うのに適する資金か，３事業開始時の資金としてどうか，４
事業開始後の継続・運転の資金としてどうか，５プロジェクトテーマに熟
練したスタッフがいるか，６スタッフの人数は十分か，７プロジェクト遂
行のための時間が十分か，８ボランティアの人数は十分か，９パートナー
128 専修人文論集９８号
シップが効果的に行えるか。B情報とコミュニケーション（１０～１６）：１０
アドバイスは適切か，１１プロジェクトに対するアドバイスを得られる
か，１２ファンドへのアクセスのしやすさ，１３ファンドについての情報の有
無，１４プロジェクトの提供者と受益者とのコミュニケーションの程度，１５
別のプロジェクト実施者とのコミュニケーション，１６土地管理プロジェク
トエリアで直面している問題への理解の程度。C一体的アプローチ（１７～
２３）：１７リージョナルプランとの両立性，１８ストラクチャープランやロー
カルプランとの両立性，１９プロジェクトの便益の明快さ・理解のしやすさ
とアクセスのしやすさ，２０他のプロジェクトとの親和性・対立性，２１プロ
ジェクトにアクセスする公共交通手段の条件，２２教育やスキル訓練の機会
の有無，２３コミュニティの参加の程度。D制度上の調整（２４～３１）：２４現
在の土地所有協定はプロジェクト遂行にプラスかマイナスか，２５現在の土
地管理実践はプロジェクト遂行にプラスかマイナスか，２６土地に対する現
在の指定はプロジェクト遂行にプラスかマイナスか，２７域内の社会経済集
団すべてを充足するだけの家屋があるか，２８域内に滞在・活動する人々に
提供できる家数があるか，２９プランニングの立法がプロジェクト達成にプ
ラスかマイナスか，３０地元のビジネスに対する支援の程度，３１プロジェク
トの前進に向けたモニタリングや情報の有無。
o ２００２年１２月１９日にリーズの CAにおいて，１１月２０日のワークショップ
１，２の集計結果，１２月８日依頼の追加アンケートの結果の途中とりまと
め，「パッケージ」の策定に向けて検討を要する事項，１月２３日現地集会
の準備を議題とする会議が，CA，NPA，CCRUの担当者，著者の計６人
で開かれた。会議用に，CCRUが『１１月２０日のワークショップで得られた
知見の要約』（注２３）を準備した。
１１月２０日のワークショップ１で参加者が選択した優先目的のリストは２１
項目であった。項目は，具体的目的と，到達目標（将来の地域像など）と
からなり，両者の間にはギャップがあり，両者を有機的に結びつける手だ
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てや後者の目的達成の手順や方法が不明瞭であった。ワークショップ２の
force field分析（注２４）の結果については，計画と規制手段，土地管理資金と
スキーム，コミュニティの人々の意識の向上と関与・農家との一体化と知
識の移転・伝達，事業に必要な資源の支えの４領域において，それぞれ１０
項目８項目９項目９項目の推進力（強み，長所）と障害（弱点，短所）と
それらの要因が抽出された。しかし，上に述べたように，農政の動向と助
成制度の仕組みを十分把握しなければ，目標達成にむけて有効な優先項目
と方法の選択は難しい。農家とコミュニティが実施を望む希望・目的を，
国や国際的な農業―環境政策と矛盾なく組み込むには，運営委員会メンバ
ーが積極的に関連づけて参加者に説明し理解を促進する必要が確認された。
とはいえ，NYMULMI（F&RCS）に積極的に取り組む農家とコミュニティ
メンバーが多くいる長所を踏まえ，「ボトムアップ」でインフォーマルな
活動から始め，パートナーシップで多様な助成制度を活用して農村発展，
農業―環境政策，協働のコミュニティ事業として発信して，目標とする地
域像・望む姿を目指すこと，その一連の活動と優先目標を「パッケージ」
として策定すること，その道筋とプロジェクト群を結び付けたフローチャ
ート資料を CCRUが作成して１月２３日の集会において提示することが確
認された。
１２月８日追加アンケートへの返答は３名のみであったため，再度メール
で，１月８日までに回答を返送するように依頼された。
１２月１９日会議の主要事項を，さらに議事録によって補足すると，以下の
ようになる（注２５）。
・目的群の数が多すぎるので合併して数を減らす必要がある。
・本研究を DEFRA（の政策）に影響を与えるためには，アンケートと同
じように証拠に基づかないといけない。
・何が配達・提供されていないのかを強調することも同じように重要であ
る。
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・ワークショップから得られた LMI優先項目リストに対するコメント：
政策と配達・提供との間のギャップ。プラニングは地域の示差性を反映
することを必要としコミュニティがかかわるメカニズムが必要である，
と同時に保全を考慮に入れないといけないし，国立公園に適合的なもの
と適合しないものがある。我々は当地における問題のスケールを強調す
るために共通の問題をパリッシュプランに連関させる必要がある。共通
農業政策 CAPの第一軸と第二軸の政策は問題を惹き起こす条項である。
エリアに有効な新たな資金源を特定しないといけない。コミュニティを
巻き込んで展開することが事業計画のアドバイスでもっと根本的になさ
れるべきであるが，周知が不十分なので PRが必要である。持続可能性
と維持継続は，国が考えるべき問題であり，長期にわたる公的投資がな
される必要がある。
・現段階でなすべきこととして，次の点が確認された：目的群と優先項目
は明示された。次は，それらを実現・配達するメカニズムを考え，フォ
ースフィールド分析によって長所と短所を確認して，可能な連関を追求
することである。同様に，パートナーシップ活動と有効な戦略の便益を
確認する必要がある。政策レベルでの制約・障害条件と推進条件に注意
し，コミュニティが実施に向けての意識を高め，資金源を模索し，カバ
ーされていない点が何かを把握する。
・１月２３日集会に向けて，以下の諸事項がまっている：実現・配達の方法
と，項目間の連関の確認も含んで，仕立てられた一括のパッケージを
CCRUが提示する。パッケージ作成に際して，誰・どの組織が，どのレ
ベルで，行為すべきか，また，行為群の間でどれを優先するか，支援資
金を何に求め，いかにパートナーを活動にまきこむかを，考える必要が
ある。
全てがからみあった大変複雑な仕事であることを CCRUの担当責任
ジョンが認めた。プロジェクトオフィサーのフレーザーは，土地管理を主
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題別にいくつかの小さなパッケージ（サブパッケージ）にして，それらを
組み合わせ大きなパッケージにする案を提案した。
p １２月１９日以後，１月２３日ヨーク集会までの間に CCRUは『仕立てら
れたパッケージを開発する』の資料を作成して，１２月１９日会議の参加者に
送付した。その概要は次の通りである（注２６）。
ダンビーでのワークショップ１の優先目的２１項目を，具体的な目的１０項
目，プロセスの６項目，全体をまとめあげる４項目，最終到達点２項目に
分けて相互に関連づけたダイアグラムとして提示した。これを，ヨーク集
会の前半で出席者に説明する。ダイアグラムを数個のパッケージに分けて，
各パッケージを構成するプログラム／目的群の構造と，各プログラム／目
的を達成・提供するメカニズムつまりどの補助事業によって実施するか，
それぞれのプログラム・目的ごとに，フォースフィールド分析で示された
克服すべき問題点（実施上の障害／未開拓の機会）として何があるか，克
服に向けた行為として何をする必要があるのか，および行為のタイプ，誰
が行うかについて，明示的な表を提示して，ヨーク集会においてワーク
ショップ１とワークショップ２を行う。このように，ヨーク集会において
参加者の合意を得るため，事前にパッケージ案資料を参加者に送付した。
この点では，資料は途中の段階にとどまっている。すなわち，１２月１９日
のフレーザーの提案が採用され，数個のサブパッケージから成る大きな
パッケージとする方式がとられた。環境をまとめあげる目的「脆弱な一帯
の持続可能な土地管理の達成」，経済をまとめあげる目的「コミュニティ
主導の経済発展の達成」，社会をまとめあげる目的「諸施設諸サービスへ
の確実で合理的なアクセスの実現」の３つのサブパッケージのうち第一
パッケージ「持続可能な土地管理目的」だけが作成された状態の資料であっ
た。
q ２００３年１月２３日，ヨーク大聖堂の東に隣接する St.Williams Collegeで
第二回現地集会が開かれた。出席者は１７人。１７人以外に，進行担当の CCRU
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から５人，及び著者が出席した。式次第は次のとおりである。
９時３０分 コーヒー
１０時 歓迎の挨拶と紹介
１０時５分 １１月２０日 Danby集会でのワークショップ１とワークショップ
２の調査結果
１０時１５分 仕立てられたパッケージの簡単な紹介―パッケージの目的のリ
マインダー
１０時２５分 パッケージを批准するための主題に基づくワークショップ
ワークショップ１ このとりまとめでいいですか？
参加者の考え方を確認しパッケージを批准するための主題に基
づくワークショップ
１１時２５分 コーヒー
１１時４５分 ワークショップ２ パッケージを達成・提供するための行為
必要とされている行為，行為のレベル，誰が行為する必要があ
るのか
１２時３５分 ワークショップ１，２の調査結果
１２時５５分 結論と次のステップ
１３時 終了，昼食
当日の配布資料は，次のとおりである（注２７）。
式次第
参加者一覧
『ソーシャルキャピタルと持続可能な土地管理―CAの LMIでの最初の
発見―』２００３年２月（第一草稿）
ダンビーパリッシュプランの要約２００３年
パッケージ１：持続可能な土地管理プログラムと達成・提供メカニズム
の行列表
パッケージ２：コミュニティ主導の経済発展の行列表
133国立公園内の地域社会の持続可能性（松尾）
NYMULMI（F&RCS）―（プロジェクト実施に際しての）推進力（長
所）と抵抗力（障害）についてのアンケート―
『ワークショップ２―仕立てられたパッケージを作り上げる―』
土地管理事業のための優先目的群
ダイアグラム１：土地管理事業における優先目的群
パッケージ１：持続可能な土地管理の目的群
持続可能な土地管理プログラムと達成・提供メカニズム
の行列表
持続可能な土地管理：（弱点・障害と必要な）行為群の
行列表
パッケージ２：コミュニティ主導の経済発展の目的群
コミュニティ主導の経済発展プログラムと達成・提供メ
カニズムの行列表
コミュニティ主導の経済発展：目標とプログラムの効果
的達成を妨げる傷害と弱点の行列表
コミュニティ主導の経済発展：（弱点・障害と必要な）行
為群の行列表
当日の集会では，第一に，「仕立てられたパッケージ」がいかなるもの
を指すのか，この策定，履行それぞれにおいて何を考えないといけないか，
このプロジェクトで地元に対して何が要請されているのかとの，対象理解
に関する問題を，参加者に再度説明して確認することがなされた。第二
に，１１月２０日ダンビーのムーアセンターでの第一回集会におけるワーク
ショップ１とワークショップ２及び追加アンケートによって得られた，参
加者が望む活動・優先目的群がなにであるかが示された。第三に，実行・
達成に向けて必要な事項の確認とそれらの分担・責任体制を参加者自身が
確定する第一歩の話し合いが行われた。具体的には，活動・優先目的群の
パッケージとしての構築，履行プロセス，履行を実現して成果を提供する
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メカニズムつまり EU・国・イングランド・地方・ローカルのどの補助事
業を活用して実施するのか，当地が抱える履行上の障害や弱点を確認しい
かに克服するのか，参加者の中の誰／どの組織がどの活動・目的に主体的
に取り組むのかが，必要な事項として説明された。第一，第二の事項がワ
ークショップ１で行われ，資料が用いられた。第三の事項がワークショッ
プ２で行われ，資料が用いられた。
CCRUが準備した資料は当日の議論のたたき台である。したがって，
優先目的の項目，個々の目的／プロジェクトの実行・達成メカニズムとし
て活用すべき補助事業等に関する資料の取りまとめに対して，ワーク
ショップでの協議のなかで欠落の補足や修正もなされた。提示された内容
については，基本的に，承認された。ただし，当日の資料では，パッケー
ジ１「持続可能な土地管理」，パッケージ２「コミュニティ主導の経済発
展」と環境と経済の２部門だけがパッケージとして提示された。ダンビー
で示された活動・優先目的群をもとに作成されたダイアグラムは，環境・
歴史文化景観遺産・経済・社会（生活）の４部門について一群の優先目的
の項目群を実現することを参加者が望んでいることを示していた。社会部
門の目的をまとめ上げる「諸施設諸サービスへの確実で合理的なアクセス
の実現」のパッケージやさらに文化部門の目的をまとめあげるパッケージ
が提示されなかったので，集会では，参加者が，ワークショップ１におい
て，それらに関してもパッケージの作成を求め，さらに，「効率的な資源
の利用」についてもパッケージの作成の可能性を指摘した。
ワークショップ２においても活発にさまざまな意見が述べられた。優先
目的の項目群を「具体的な目的」「プロセス」「全体をまとめるもの」の３
つに分けている点について，「具体的な目的」の項目が実際にはかなり一
般的な内容であり，もう一段階，もっと具体的な目的の欄が必要であると
の意見，ダンビー集会で挙げられたにもかかわらず表では欠落している目
的の指摘，ダンビー集会時から土壌，野生生物，水資源の保護管理など，
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資源とその質，資源の利用への言及が会議素案に十分盛り込まれていない
が，持続可能な土地管理の要件であり，農業－環境政策として重要性を増
すとの指摘など，絞り込まずに地元の意見をもっと広範に包摂して内容豊
富なパッケージを作成してもらいたいとの意見が参加者からだされたと総
括できよう。
r １月２９日，リーズの CAで CA，NYMNPA，CCRUのメンバーによる
会議が開かれ，著者も参加した。会議は，CCRUが作成したステージ３の
最終報告書の草稿（以後，草稿１）に基づいて議論された（注２８）。ジョンら
CCRUのメンバーは，１月２３日以後，優先目的群の実施の可能性を高める
ために，記録類の再整理により既存の政策群に関する補足を行い，また広
域の公共政策に照らして検討・工夫すべき点をリージョンと国レベルの政
策に精通している役人らにインタビューして確認した。草稿１には，１月
２３日のワークショップ１とワークショップ２での参加者の意見や議論，記
録類の再整理による政策群の補足が示され，広域の公共政策に沿った目的
達成にむけた役人へのインタビューについても盛り込まれている。
既存のプログラムと履行・配達メカニズムだけを利用して当地向けに仕
立てたパッケージを決定するのが本プロジェクトである。それゆえ，ヨー
クでの集会で提案した「パッケージ」試案には，農家やコミュニティが希
望する活動／優先目的群が十分カバーされていないとの意見を踏まえ，上
記の補足が行われた。草稿１は，「持続可能な土地管理」「コミュニティ主
導の経済発展」「活力ある自立的な社会」「文化遺産の保護と価値の向上」
「効率的な資源の利用」の５つを，パッケージとして模索する可能性を示
した。ただし，草稿のダイアグラムには，「効率的な資源の利用」を除く
４つのサブパッケージしか示されていない。また，サブパッケージのダイ
アグラム，目的＝プログラムと達成・提供メカニズム＝依拠すべき支援政
策の行列表，目的とメカニズム＝依拠すべき支援政策とそれに対する当地
の弱点・障害と必要な行為群の行列表が揃っているのは，「持続可能な土
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地管理」「コミュニティ主導の経済発展」の２つのサブパッケージだけで
ある。サブパッケージのダイアグラムを組み立てても，それらを遂行する
メカニズム，依拠すべき支援政策がなければ，実施のめどがたたない。弱
点・障害の克服，行為（活動）の主体や方法についての実体がなければ，
やはり目的を履行することはかなわない。草稿１が２つのサブパッケージ
しか掲げていないのは，他のサブパッケージについては，メカニズム（依
拠する支援施策），具体的優先目的の項目から全体をまとめる項目にいた
るまでの必要な行為・活動項目の行列表の提示が困難であったためである。
以上のように，活動主体である農家や地域コミュニティの希望を踏まえ
て，環境，経済以外にも，社会（生活），文化等の部門のサブパッケージ
を設けてそれらを合わせた一群のパッケージ群の作成に努めていること，
しかし，草稿１はいまだ途上の不十分なものにとどまっており，その理由
として，LMIの範疇において，農家や地域コミュニティの希望する多様
な活動をサポートし，最終的な到達目標にむけて支援・誘導していく道筋，
助成政策，障害の克服などの態勢を構築することが困難なことが示唆され
た。
s ２００３年３月６日，リーズの CAで，第三回の集会が開かれた。集会で
は，参加者に事前に送付された最終報告書原案（以下，報告書原案１）に
ついて説明がなされ，内容が検討された（注２９）。イギリスでは，上述したよ
うに，市町村以下の地域計画（地域政策）では直接民主主義により決定す
る。そして直接民主主義に基づく地域計画（地域政策）の策定の場合，や
はり法に基づいて，印刷物にしてステークホルダーに提示して審議内容の
齟齬の有無等を確認・議論して，修正を３度経なければ，正式の成果とし
て認めない。毎回印刷し直した報告書とすることを義務づけているので，
報告書は原案１，原案２，原案３を経て完成する。３月６日の資料は報告
書原案１にあたり，１月２９日の草稿１の改良・補充版である。
６１ページの本文と１４８ページの付属資料から成る，『NYMULMIエリア
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の一体的農村発展のために仕立てられたパッケージ』（報告書原案１）の
構成と内容は次のとおりである。ただし報告書原案１には，未了部分が多
く残っている。
報告書全体の序
ステージ１ エスク川上流域にとって何が新たな公共目的か
ステージ２ 目的遂行に対する既存の政策・計画のなかの，成功への障害，
守備範囲の欠落の確認
ステージ３ 当地用に仕立てたパッケージ（パッケージ群）を作り上げる
参考文献
付属資料
ステージ１では，まず「公共目的」の定義と，本テーマの守備範囲つま
り対象と深度を決定する。「公共目的」を，「公共政策が地域内に達成しよ
うとする目的」と等値とみなし，守備範囲を「EU，イギリス・イングラ
ンド，ヨークシャー＆ハンバー・NYMNP，パリッシュ・地区，LMIエリ
ア」の５空間スケールでの「農業，植物相・動物相・生息環境，林業，表
流水の管理，プランニング，土地管理の公共政策部門」と決定している。
ついで，守備範囲の公共政策群すべての記録類分析により政策目的と政策
の提供方法や成果その他の実施実態を抽出してデータベースを作成してい
る。具体的には，政策名，法律・指針・計画など政策の根拠と拘束力，目
的・規模，提供方法・履行メカニズム，応募実施例（目的・主題・対象域
・時期等），確認されている障害や成功達成事例の項目である。さらに，
目的・主題を「保全と価値の向上，教育・啓発・意識の向上，造成物や文
化景観，環境の品質と持続可能な行動，レクリエーション・アクセス・ツ
ーリズム，林野，農業，輸送とサービス施設，参加と能力構築，雇用と産
業，行動計画・戦略・評価の開発，天然資源」に１２分類，対象域を上記の
５地域に区分して，公共政策の活用主体（コミュニティ等）による検索に
適する形式にした。
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報告書原案１の作成では，政策目的の優先順位の決定に対して，経済・
社会・環境の持続可能な発展のうちどれに関連が強いか，NYMULMI（F
&RCS）の一体的農村発展の目的との適合性，自然資産・社会資産・経済
資産の価値の向上に対する評点で判定する方式を検討したが，判定に要す
る資料の困難のためこれを断念し，代わりに次の方式を採用した。つまり，
NYMULMIエリアで挙げられている公共目的と，EU，イギリス・イング
ランドの公共目的との連関度により，政策優先度を３区分した。その結
果，１２分類の主題の目的群から計２７が高優先順位の目的として抽出された。
上記のように，地域公共政策に関する記録類の分析のみによって，ステ
ージ１の報告書は作成されている。
ステージ２は，既述のダンビー集会と追加アンケートの結果を活用して
作成されている。NYMULMIに取り組んでいる農民と地域社会の住民や
事業者，および本事業での優先目的とその遂行に用いる公共政策（補助事
業）に携わる役人等で構成された参加者が，優先目的群を選択する。また，
諸目的の遂行を想定した時に当地が抱えるプラスの条件とマイナスの条件，
目的遂行に活用できる公共政策（補助事業）の有無つまり実施資金を確保
できるか否か，EUやイギリスが推進する農業―環境政策と当地の優先目
的群の親和性を評点で判断することで，当地の優先目的群の本事業として
の妥当性や実現可能性を明確化する。追加して行われたフォースフィール
ドアンケートに対して１２月１８日時点では３名の回答に留まっていたが，報
告書原案１では，１４人から有効回答が得られて３６のアンケートが分析され
ている。その結果，５空間スケールすべてで実施されている関連する公共
政策に対して，個々の政策ごとに，予算や規模等の資源，政策に関する情
報・コミュニケーション，一体的アプローチとしての妥当性，地域条件と
のバッティングや調整を生じる問題の５領域に関して，活用を想定した場
合，どの程度推進力（長所）ないし障害（短所）が発生する可能性がある
か，が明らかにされた。
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フォースフィールド分析の結果は，NYMULMIエリアの農民やコミュ
ニティにとっては優先目的の選択や実現可能性や困難への対処を考える素
材となる。また，政策決定者にとっては，必要な政策形成や現行の政策の
改善の参考になる。実際に，LMIの成果は，２００６年の EUにおける CAP
改訂への提言に活用され，２００１年イギリスの農業政策（Curryレポート）
の施行過程における修正の判断材料にもなった（注３０）。
ステージ３は，報告書原案１には，未了のため含まれていない。１月２９
日の草稿１を用いて，LMI事業においてサブパッケージ群全てを包括す
ることが困難であること，そのため仕立てられたパッケージ（案）が参加
者の望む優先項目群を一部しか包括していないことが説明された。
１月２３日ヨーク集会後に，CCRUメンバーは公共政策の記録類を再整理
し，国や地方の役人に事業実施に有効な公共政策とその活用の可能性をイ
ンタビューした。それは，上に記した，既存のステージ１のとりまとめの
枠組みを超えて，このプロジェクトの議論と関心が進行していることへの
対応である。この作業を通じて，より広範な目的を組み込んだパッケージ
群の作成に向かうことになる。しかし，国立公園局による土地管理プロジェ
クト LMIの政策目的と守備範囲は，農民・地域社会が考える優先目的と
必ずしも一致しない。なぜなら，国立公園のスタンスは，既に述べたよう
に，「環境保全を目指すことが地域振興を促す」ことを大前提にして，「国
立公園の特性の保全のために公園内のコミュニティとともに，またコミュ
ニティのために活動しなければならない」からである。
したがって，それぞれの優先目的と守備範囲を区別し，両方の活動をパ
ートナーシップで組み合わせたパッケージ群として，NYMNPの土地管理
事業ないし一体的農村発展事業を作り上げる，あるいは NYMNPの土地
管理事業のパッケージ群は国立公園の守備範囲とし，それと不可分の一体
的農村発展事業として農民・地域社会等が掲げるパッケージ群を示すのが，
実態をふまえた対応といえる。
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CCRUが提示したパッケージ（案）は，１９９０年代後半から２０００年代初頭
の国立公園局の目的に沿っており，NYMULMIにおいて，国立公園局の
第三の目的のあるべき方向に具体的な事業内容をとりまとめようとするも
のといえる。本事業における農民や地域社会の活発な議論と協議のひろが
りについても，国立公園内の農民や地域社会等の社会経済状態の育成活動
では，国立公園局ではなくパートナーシップや関連機関の役割が重要であ
る。報告書原案１は，それを踏まえた取りまとめを志向している。その上
で，「ボトムアップ」の「インフォーマルな取り組み」による活動を勧め
ているのは，農民と地域社会が一体的に取り組んできた当地の「農家と地
域社会の事業計画」F&RCSの活発な活動に信頼を置いているからである。
t 報告書原案２は未見。
u 最終報告書は未見。
３月６日の報告書原案１および１月２９日の草稿１を踏まえ，報告書原案
２，３および最終報告書のとりまとめを検討すべきである。しかし，未見
のため，以後の考察はできない（注３１）。
（４）土地管理事業により得られたこと
v イングランドの９か所で１９９９年～２００４年にわたって実施された土地管
理プロジェクト LMIのパイロット事業について，２００４年に CAが成果報
告書を刊行している（注３２）。その概要は次のとおりである。
より集約的な土地利用・土地管理や規模拡大を進めても，農業によって
もたらされる便益は減少した。しかし，農業経営は，以下の管理・維持へ
の貢献を，潜在的な可能性としてもっている。
・土壌・水・大気等の天然資源
・局地的な特徴と示差性に富む景観
・繁栄する農村の社会と経済
・野外でのレクリエーションと視覚的な観賞による民衆の享受の機会
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・歴史上の及び考古学上の特徴の豊富な資源
・重要な半自然の生息環境とそれに依存する野生生物
LMIは，農民，地域社会，他の関係組織とともに活動し，土地管理者
が直面している諸問題を調査し，活力ある農業経営を維持し，かつ広範な
経済・環境・社会的便益をもたらす，技術革新的で実践的な解決法を研究
し，証明する事業である。各 LMIの目的はそれぞれの地域ごとに定義さ
れ，国の指針に導かれ，各利害関係者とパートナーシップを組んで行われ
る。国の助言グループが全体のプログラムの進展を手助けする。
上に述べた LMI事業開始時の CAの解説は，農業の経営規模拡大と農
家への所得補償等の政策が農業と農村の未来への展望につながらず，か
えって社会における農業と農村への期待との乖離が拡大する中で，環境，
農業経営の多角化，農家と農村の一体化を柱に据えた農業・農村政策に
よって新たな活路を切り開こうとした状況を物語っている。LMIの９パ
イロット事業のうち，国立公園内が対象地になったのは３か所であるが，
その如何にかかわらず，上記の関心は共通している。NYMULMIの５年
間の事業結果に対して，CAは，地域社会が農民とともに積極的にボト
ムアップの実践活動を推進したこと，農業―環境活動を促進したこと，
これらを踏まえてさらに事業後も見据えてダンビーパリッシュプランを
掲げて，コミュニティ主導で環境保全からぶれない視点でさまざまな活
動をリンクしてその後も継続していることを挙げて，高く評価している。
は，１年目と２年目に行われた３コミュニティグループによる１９の環
境プロジェクト，とは，２年目以降に取り組まれた農業―環境計画（２０
農家の全農場規模での土地管理協定による雇用の創出，新たな５キャトル
グリッド敷設による放牧と安全・衛生と景観の両立，４つの田園スチュワ
ード計画 CSSの実施がある。CSSの実施経験は，CSS政策の弱点（障害）
の指摘により，その後の DEFRAの環境事業計画（政策）である ELS（一
般加入レベルの環境スチュワードシップ）と HLS（要保全地加入レベル
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の環境スチュワードシップ）の開発に貢献した。は，の土地管理協定
を通じて得られた雇用により，地域社会として環境管理の重要性を認識し
たことが，村の環境の世話をする「コミュニティ（環境）管理人」を設け
ることにつながり，普段の維持営繕作業とビジターに対する世話を兼ねる
職として当地の特徴をなすにいたっている。
当地では，LMI以前から，輸送・サービス施設へのアクセス，農場の
低所得，伝統的農作業・技術の喪失による生物多様性と景観の特質への危
機，環境資産を活かしたツーリズムの未熟が，地域問題・農業問題として
認識されていた。上記により，農家とコミュニティの連携，環境保全の重
要性に対する共通の価値観の醸成と環境管理への日常的取り組みが進展し
たのを機に，ダンビー全地区を対象としたパリッシュプランを作成し，ダ
ンビーの祭日に農産物をはじめとする３２生産者の地元産物をコミュニティ
メンバーが協力して販売する活動を始め，１５０以上のサービスリストを含
む地元産品プロジェクトへと成長した。また，上記の農業環境計画（土地
管理協定と田園スチュワードシップ，および以後の環境スチュワードシッ
プの継続により，生物多様性と景観の特質の維持が図られるに至った。コ
ミュニティ管理人の活動も含めて，これらの活動により，農場の低所得の
改善，生物多様性と景観の特質の危機の回避，環境資産を活かしたツーリ
ズムの進展がみられた。
上に述べたノースヨークムーアにおける農家と地域社会の取り組みを，
CA（２００４）は，LMIの成功例として高く評価している。前節で述べたよ
うに NYMNPAは，農家と地域社会によるこれらの広範な取り組みの中核
をなす環境プログラムの実施と，目的群を遂行するメカニズムの選択にお
いて，支えとなったのである。
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４．スノードニア国立公園内でのナショナルトラストによる
農園経営
（１）農場の撤退とナショナルトラストによる経営の継続と展開
本章では，国立公園エリアにおける国立公園局以外の関連団体の活動と
パートナーシップの例としてウェールズのスノードニア国立公園内におけ
るナショナルトラストの活動とりわけ農場経営を紹介し，その役割と特色
を示す。スノードニア国立公園は，１９５１年，ウェールズにおいて最初に指
定された国立公園である。国立公園エリア２，１３０のうち，一般の私有地
が約７０％，イギリスのフォーレストリーコミッション（森林保護委員会。
日本の林野庁に相当）所有地が約１６％を占め，それに次ぐのがナショナル
トラストの所有地８．９％である。一方，ウェールズ議会，国立公園局の所
有地はそれぞれ１．７％，１．２％に過ぎない。
スノードニアとナショナルトラストの結びつきは１９世紀からである。ナ
ショナルトラストは，スノードニア国立公園内の各地に所有地を得て環境
保全農業や大衆の自然の享受と散策を主体とするツーリズムを維持してき
た。Ty Mawr Wybrnantは聖書を最初にウェールズ語に訳したWilliam
Morgan神父の誕生地で Conwy Valleyの中心部である。南スノードニア
にはナショナルトラスト誕生の年１８９５年に寄付された Dinas Oleu（光の
要塞）が所在する。Ysbyty Ifan農園は，Betws y Coed村の南にあり，８０００
haの規模は単一農園としてはスノードニア最大規模で，その内部に５１の
高地農家が含まれるし，Carneddau and Glyderauには，１９５１年に Penrhyn
農園から獲得した８４００haの所有地があり，８農家が所在する。Craflwyn
and Beddgelertはスノードン山北斜面に所在する，Nant Gwynantの主要
地である。このように，ナショナルトラストは，スノードン山周辺に所在
する，経営をやめる農場を主に購入して，民間の開発を阻止し，環境保全
型農業に転換して農業経営を維持し，静謐な条件や歴史文化的条件の保全
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に努める活動をおこなってきた。その過程で，国立公園エリアのナショナ
ルトラストによる土地所有比率が増加してきた。２０世紀前半からスノード
ニアを国立公園に指定して保全していこうとする活動が起こり，ナショナ
ルトラストにその推進役を期待した地主・農場主や人々の思いが，ナショ
ナルトラストへの寄付とナショナルトラストの活動を支えてきたし，２０世
紀，２１世紀においても継続されている。
図４は，スノードニア国立公園と土地所有者が人々のアクセスを許可し
ているエリアを示している。そのエリアにはナショナルトラストや森林保
護委員会の所有地が多い。国立公園局のワーデン（パトロール職員）所在
地，本節で紹介する Hafod y Llan農園等についても示してある。図４お
よびナショナルトラストの資料やスノードニア国立公園のツーリスト向け
案内等を参考に，活動内容を紹介・検討しよう（注３３）。
図４に示した Hafod y Llan農園は，１９９８年６月に農場主の経営撤退に
より売りに出された。自然保護区と特別保全地域に指定されており，スノ
ードン山頂にいたるワトキンパスを含む重要性を念頭に，ナショナルトラ
ストが「スノードニアを救え」キャンペーンを展開し，２５万人以上の４００
万ポンドの寄付により１００日後に農園の土地と家畜が購入された。最大の
寄付はアンソニーホプキンスの１００万ポンド，会社ではエディソンミッショ
ンエネルギーの９万ポンドである。
当地の農業は，元来，居住地 Hendreと山地の夏季放牧地 Hafodを季節
移動していた。１６－１７世紀に農家は大型家畜農場化して定着の度を増し，
豊かな農家が地主として地域の農業を支配し，から積み石壁が造作された。
１８－１９世紀に，肥沃な採草地と部分的な森林，荒れ地にはヒースが生える
粗放的な灌木の景観が広がり，１９－２０世紀にはウールと肉の高値により羊
の飼育比率が高まった。１９５０年代に農村社会の維持のため補助金が導入さ
れ，１９７０年代のヨーロッパ共通市場への参入のより更に農業支援が活発に
なった。小作人が自作農化するとともに，大農場は土地投資と農家所有地
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図４‐１ スノードニア国立公園と
ワーデンの配置
注）Snowdonia National Park, 2003,
Eryri 2003 Snowdonia を参照して，
著者作図
図４‐２ スノードニア国立公園におけるナショナルトラストやフォレストリ
ーコミッションの自営地でのオープンアクセスおよびHafod y Llan
と Llyndy Isaf 農園
注）Ordnance Survey, 2002, ExplorerTM OL17と OL18，および The National
Trust Wales, 2003, Hafod y Llan Information Pack を参照し，著者作図
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とりわけ低地農家所有地の購入により，個別完結度の高い規模拡大を進め
た。羊の飼育頭数が増加し，１０００haを超える高い生産力の大規模農園も
珍しくなくなった。旧 Nantgwynant村に所在する，面積１６６６haの Hafod
y Llan農園はその典型例である。しかし，この動向は生態学的にはダメー
ジが大きく，深刻な過放牧を生じ，多くの樹木の自然再生を困難にした。
ヒースと湿地の大幅な減少により，多くの鳥類の個体群も維持できなく
なっていた。１９９０年代には規模拡大にもかかわらず農業収入が縮小し，農
村環境の劣化と農家の荒廃が進行する状況となった。これに伴い，前章で
みたように，イギリス政府は，農家保護政策の転換，農業―環境政策への
移行を進めた。
ナショナルトラストは，上に記したようにスノードニアの自然保護のた
め土地所有を次第に拡大し，１９９０年代には上に述べた農業変化のプロセス
を逆転させる農業経営，つまり羊の頭数を半分に減らし，在来種の牛を山
の放牧地に再導入する経営に積極的に取り組み始めた。１９９９年から Hafod
y Llan農園の経営を開始したナショナルトラストは，保全の改善のため，
購入に要する寄付金３６５万ポンドとは別に，保全の改善に必要な資金１００万
ポンドも寄付で集めた。ぜい弱な一帯の土地のため，２０００年１１月に有機農
業に転換し，土地・家畜への化学薬品の使用や窒素肥料の投入をやめ，２
年後の２００２年１１月に有機農業の認定を受けた。
２００２年９月にウェールズ田園議会 CCWとパートナーシップを結び，生
息環境の向上，生物多様性の増加にむけた農業―環境プログラムを導入し，
シダ地帯に牛を入れて踏みつけ，牛の糞が栄養をもたらすようにした。低
地放牧地も改善し，家畜の飼料を豊富に生産し，放牧と糞尿処理後の農地
還元によって，クローバーが育ち，自然に窒素が増える土地に改善された。
林野の再生に対しては，森林保護委員会とパートナーシップを結び，１００
ha以上のナラ，トネリコ，ハンノキの森林と放牧地を再生し，コケ，地
衣類を保全した。半自然林野が Tremadogから Nantgwynantにかけて分
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布し，トネリコの混交林は高地野生生物の最も豊かな生息環境である。５
箇所のヒースのコミュニティ，ヨーロッパの絶滅危惧種や２５の希少昆虫が
棲息する。これらは，寄付や税を払うビジターにとって良いとともに，地
域社会にとっても雇用を生む，パブリックグッドである。
また，から積みの石壁，垣根，間伐・植樹，アクセスの道路やフットパ
ス，河川脇のフェンスの整備により，景観と文化を維持し活力ある農村社
会を確実にする。２００３年から農場農産物の販売を開始している。子羊のま
るごと販売，ウェールズ黒牛の再導入，ナショナルトラストの農産物の市
場販売のためにスノードニアの小作人とのパートナーシップを結ぶなど，
Hafod y Llanは，旧 Nantgwynant村やスノードニアのハブとして機能し
ている（注３４）。ツーリズムに関しては，農園の前所有者が設けたキャンプサ
イトの経営を継続し，多角化による農業と観光の共存に取り組んでいる。
等高線に沿った塀 ffriddは，標高４５０以下の一帯に残る，１９世紀初頭ま
でに設けられた羊や牛のエンクロージャーの，また石組みの小さな避難小
屋 Hofotaiは，１８００年頃までに縮小したかつての移動牧畜の歴史的景観の
構成要素である。銅鉱山や石切などの産業景観もある。
Nantgwynantの一体的土地管理プロジェクトは，前章の CAによる取り
組みに相当するナショナルトラストの事業であり，地域社会や他の地元の
ステークホルダーとパートナーシップを組んで行われた。２０００～２００１年を
第一期「パイロット」，２００２～２００４年を第二期「インフラ」，２００４～２００６年
を第三期「結論」に分けて，Nantgwynant全流域で，環境・経済・社会・
文化面を一つの戦略と行動プランにして「持続可能な発展」をめざして実
施された。
第一期には次の事業が行われた。農園維持のための３つの建物の改修，
Hafod y Llanのオフィスの整備と古い家の改修，３つの橋の建造，７ha
のロドデンドロンツツジ（外来種）の除去，ワトキンパスの新路を含む４
フットパスプロジェクト，Hafod y Llanの考古と生物の調査，コミュニティ
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戦略の公表，３５００のから積み石壁の改修，５つの職の保証，５人分のフ
ルタイム・パートタイムの仕事の創出。
第二期には，２５０万ポンドの事業費を使用し，うち１２０万ポンドは EU Ob-
jective 1ファンドでまかなった。Craflwyn Hallとベースキャンプ施設の改
修（１４０万ポンド）のほか，主なものとして次の諸整備事業を行った。１１
のフットパス２０と２．２の車イスパス，１７３９haで外来生物の管理，フェ
ンスを付けた管理された２kmの魚の産卵場所の設置，５．５の改修され
た塀，インターネットサイト・ガイドブック・教育資源，７人分の職の確
保と新たな７人分の職の創出，５０haの植林，Hafod y Llanのインフラ整
備と牛の再導入，保全農業の体制，環境プロジェクトでの芸術，将来に向
けての流域保全戦略である。事業の種類により，コミュニティ以外に，森
林保護委員会とのパートナーシップ，ウェールズ大学との戦略とパートナ
ーシップが組まれた。Nantgwynant流域と Hafod y Llan農場を事業の中
心とし，他の地域が参考にするパイロット事業として展開された。
第三期には，２つの古代遺跡を含む７地点の強化，１１の歴史上の地点の
研究と調査，３地点の庶民の施設の修復と強化，１６２９haで外来種の管
理，１１３２３のフットパスの建設や修復，５９１４の塀の改修，インターネッ
トサイト・ガイドブック・教育資源，５つの職の確保である。
環境の質の向上，持続可能なビジネスと開発，全ての人にとってのアク
セスの３グループに分けてプロジェクトを実施し，かつ一つずつの活動を
他の活動と結び付けて大きなプロジェクトを構成する活動として位置づけ
る。また，ナショナルトラストは，国立公園局と同じように，多様な分野
の専門家を多く雇用している。建造物，IC技術，保全，農業，学習事業
などの内容ごとに，専門のプロジェクトチームを各チームリーダーがそれ
ぞれ到達目標を設定して運営する方式をとる。また，それらが適宜連携し
て活動する方式をとる。Hafod y Llan農園の場合，ナショナルトラストの
職員は１５人で，その内訳は，農場経営者１人，農園作業員フルタイム１人
149国立公園内の地域社会の持続可能性（松尾）
とパートタイム１人，保全指導者１人，教育職員１人，ワーデン長１人と
エリア担当ワーデン１人，財産管理者１人，農場事務１人，ウェールズ北
西部の田園・農業担当職員１人，農園作業チーム５人であった。彼らの話
によると，ナショナルトラストでは，職員ごとに担当地が命じられて，各
種専門職員からなるグループが組織されて共同で農園を経営し，約５年ご
とに担当地が変更になる方式を採用しているという。
ナショナルトラストの職員は職員間だけでなく，地域社会と一緒に活動
するのが特徴である。Hafod y Llan農園に即していえば，農園を購入した
１９９８年のうちに地元の人々に働きかけて，地元連携委員会 Local Liaison
Committeeを設立して，地域社会が土地管理について抱く感情・考えを
経営に活かすため，定期的に集会を開催している。かつコミュニティの２６
人をナショナルトラストが雇用して，専門職員の指導の下，基本的な保全
活動に従事している。教育・啓発の専門職員は，近在の中心地 Craflwyn
に所在する Deilen Las教育センターと，同じく中心地の Beddgelert村の
Llywelyn Cottageの店と展示場にいて，雇用された他の職員とともにさま
ざまなプロジェクト活動を一緒に進めている。２００１年５月に結成された
Cwlwm Glaslyn Project運営グループは地域コミュニティのメンバーが
Craflwynをベースとするナショナルトラストの専門職員の指導の下で，
野外ギャラリー芸術をつうじて新規に設けた低地フットパスの紹介を行う
活動を行っている。
以上の活動以外に，ナショナルトラストは，ぜい弱な環境に適したオー
ルターナティヴの農業を普及するために，その導入による当面の農業収入
の減少を補填して，Nantgwynant流域の農家と契約し，環境保全型農業の
維持・啓発に努めた。
Hafod y Llan農園の購入から１３年後の２０１１年，Nantgwynant流域に所在
し，Hafod y Llan農園に隣接する Llyndy Isaf農園が，３５年自営していた
Ken Owenの経営撤退により売却されることになった（注３５）。２５０haの Llyndy
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Isaf農園は，農場内にある湖 Llyn Dinasの美しさやウェールズの赤いドラ
ゴンと白いドラゴンの物語の故地で知られる。ナショナルトラストは，２０１１
年３月末に，高地農家を救うため，と１００万ポンドの寄付を呼びかけた。
Owen氏も，「伝統的農法を続け，一帯を散策する人々のために泊まり小
屋とキャンプサイトを提供してきた自分のやり方を，ナショナルトラスト
なら踏襲してくれる。ナショナルトラストは，農場経営と環境管理と人々
の国立公園の享受を実践し，かつ Hafod y Llanでパートタイムの仕事を
提供するなど，農業事業への新しい参入者に理想的なパッケージを用意し
てくれている。１３年前の Hafod y Llanのように，地元の関連組織と一緒
に今回も活動することを期待する」と声明し，ナショナルトラストによる
購入・運営を期待した。１１月までに２万人から購入額の寄付が集まり，ナ
ショナルトラストが購入した。ウェールズの俳優Matthew Rhysと Cather-
ine Zeta Jonesがキャンペーンを展開し，寄付も行った。
購入後の２０１３年度から，ナショナルトラストは，農業をめざす１６歳以上
の若者が組織するWales YFCとパートナーシップを結び，Wales YFCメ
ンバーの１年間の農業研修の場として，Llyndy Isaf農園を活用するプロ
ジェクトを開始した。２０１３年９月～２０１４年８月が第一期，現在，２０１５年９
月～２０１６年８月の第三期の研修が Llyndy Isaf農園で行われている。
（２）ナショナルトラストの役割・特色と地域社会
前節では，ナショナルトラストが，環境を保全し農業経営を支える母胎
として，農園を購入して，環境保全型農業の実践・普及・指導を行い，ま
たコミュニティを支える母胎としてコミュニティの人々の雇用を促進し，
農業の多角化と観光をはじめとする産業振興及び教育・芸術を含む普及に
取り組んでいる状況を，Hafod y Llan農園を中心に，具体的に紹介した。
国立公園局と比較した場合，土地管理事業やスタッフの専門性，パートナ
ーシップでの取り組みなど，共通する点が多い。一方で，ナショナルトラ
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ストの活動の特色として，広く人々に寄付をよびかけて土地を購入してい
る点，みずからの事業収入を再投資して，EU，イギリスの農業政策に沿
い，かつぜい弱な地域農業の歴史を踏まえた環境保全型農業を営んでいる
点，購入した農場に域外から研修者を受け入れてより広範な地域の枠組み
で農業経営と環境保全の再生産を目指している点を指摘できる。
スノードニア国立公園域における，寄付による経営管理領域の拡大，多
数の専門職員を雇用して事業を営み，事業収入を，土地管理，環境保全，
雇用，生物多様性などさまざまな活動に再投資する仕組みは，地域社会と
の連携，ナショナルトラストの一貫した長期にわたる活動に対する地域社
会の信頼の上になりたっている。また，広範な人々からの寄付や広く希望
者を農場研修に受け入れる活動は，当該地域社会以外の一般大衆を巻き込
む力の大きさを物語っている。このように，開放系で一般大衆やビジター
にも働きかけて活動する部門・仕組み・活動内容を，地域社会における保
全対象地・チーム・活動内容と同時に，ともに持っている点が，ナショナ
ルトラストの特色であり，強みであるといえよう。スノードニアにおける
開放系の活動は，長期的に既存の農園経営者たちが徐々に経営撤退してい
る状況に対応するための活動とみなせる。
５．おわりに―わが国の地域制国立公園のために―
小論は，まず，イギリスにおける地域制国立公園の，制度と意思決定・
運営組織を振り返り，自然条件と歴史文化条件を概観した。ついで，地域
社会の育成が地域制国立公園の重要な課題であると同時に，地域社会の持
続可能性が地域制国立公園の活発な活動にとって不可欠の条件をなすこと
を確認した。その上で，地域社会の育成に大きな契機を与えた，２０世紀末
から２１世紀初頭の，土地管理プロジェクトに注目し，イングランドでの CA
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と国立公園局による例と，ウェールズでのナショナルトラストによる例を
紹介し，その具体的展開過程を詳細にフォローし，その特色と意義を確認
した。
前者では，CAによるパイロット事業である一体的土地管理事業の具体
的動向を，イングランドのノースヨークムーア国立公園を例に振り返った。
後者では，スノードニア国立公園内におけるナショナルトラストによる農
園の購入と環境保全型の農業経営を柱に据えた一体的土地管理プロジェク
トを振り返った。ともに２０世紀末から５～６年間にわたって実施された。
持続可能性をめざした地域社会の活動を，国立公園局やナショナルトラス
トが協働・支援し，ステークホルダーをなす諸組織とのパートナーシップ
によって活性化する活動である。環境保全の観点から土地管理を充実し，
農業経済の多角化を目指した点で共通する。
ノースヨークムーアの例では，農家の経営支援，コミュニティの生活条
件の支援など，生業と日常生活を支援する現行のメカニズム（支援政策）
の可能性と限界について，CA，NPAおよび CCRUがデータ分析と農民と
地域社会の人々との対話を通じて，詳細に点検して，最善の選択肢を探求
している点が注目される。地域社会の持続可能性が国立公園にとって不可
欠であり，地域社会の持続可能性を，環境保全を大前提にして追求するの
であるから，農家の経営支援やコミュニティの生活条件の支援が根幹をな
すことは当然と言える。しかし，CAも NPAも，現地において，農家と
コミュニティとともにステークホルダーとして，どうすれば地域社会の持
続可能性が実現できるのかをきめ細かく模索して，まさに「公園内のコミュ
ニティとともに，またコミュニティのために活動」していることが，LMI
事業の詳細な紹介によって浮き彫りになった。
スノードニアの例では，１９７０年代の好景気とは反対に，また個別経営体
レベルではつねに離農の可能性をはらみつつ農業経営がなされている当地
において，如何に環境保全と両立する農業を維持し，かつそれが農家経営
153国立公園内の地域社会の持続可能性（松尾）
と地域社会の持続可能性を高める仕組みとして機能しうるのか，との課題
に対して，ナショナルトラストが，長期的な時間軸の中での在来農法・有
機農法・フットパス観光の連携可能性の模索，農家の離農をくいとめて新
規営農者を創出・確保する模索を実践している。また，スノードニアの中
でも，自然条件の異なるエリアでは条件に応じて，国立公園局や森林保護
委員会が，森林管理を重要な要素にして農家の持続可能性を模索している
ことが明らかになった。
その上で，前者の例は，農家と地域社会の一体的取り組みが活発になっ
て，より広範な領域におけるボトムアップ型の活動によって今後一層の展
望が期待できるほどまで，ソーシャルキャピタルが構築されるに至ってい
ることを知らせてくれた。後者の例は，長年にわたるナショナルトラスト
の活動が，農家や地域社会によって，また域内外の広範な人々によって支
持され，信頼されていること，その支援を背景に，ナショナルトラストが
多彩な活動を展開し，地域社会と関連機関が連携を取って活動が外延的に
拡大していることが明らかになった。ともに，個々の地域の地質地形，動
植物とその生育環境，これらの地域性を踏まえた保全の必要を詳細に把握
し，その上で環境保全を前提にして地域振興をはかる取り組みを，生業の
延長線上に，長期的な時間軸のなかで実現することをめざしている。
上記を可能にしている要件として，農産物の生産だけでなく，環境保全
・生物多様性も含めて，中央政府が国民・人々に農業・農村は何を行うこ
とが求められているのかを問い直して，その意見をベースに，「農業」の
概念＝意味内容を再定義したこと，それに対応して，生産性判定の尺度を
農業－環境の一体化に求め，環境保全に大きくシフトしたことが挙げられ
る。政府は，この再定義をイギリス国内に留めるのではなく，ヨーロッパ
共通農業政策 CAPの改定交渉においても，この見方を前面にたてて，従
来の生産補償・農家補償の考え方を大幅に後退させ，農業環境政策を重要
な柱にする転換を実現した。あわせて，環境保全と地域生産力を両輪にす
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えて，乖離が進行した農家と地域社会の間の価値観を再び一体化すること
を，土地管理プロジェクトの推進，具体的活動の蓄積によって実現してい
く取り組みを，国立公園局においても，ナショナルトラストの活動におい
ても数多く成功させた。これらによって，ソーシャルキャピタルを涵養し，
ステークホルダー間のネットワークを豊かにし，農業経済の多角化や様々
な活動と活動組織の連携による起業家精神の醸成を高めた。
以上の活動をみるとき，地域社会の振興を国立公園の責務に定めた際に，
同時に，国立公園の対象を「自然美の保存」から「自然美，野生生物，文
化遺産の保全」に変更したこと，および「国立公園の人々の享受を促進す
る」に留まらず，「国立公園の特有の性質に対する人々の理解と享受の機
会を促進する」と教育・啓発に大きくシフトしたことがもつ意味の大きさ
が，あらためて理解されるのである。
わが国では，２００５年に環境省の再編により，従来の自然保護事務所と地
方環境対策調査官事務所が統合され，国立公園業務は地方環境事務所の一
部事業になり，自然環境事務所は釧路，長野，那覇の３か所に所在するだ
けである。地方環境事務所は現場ではなく日本の７ブロックの拠点都市に
おかれている役所で，業務の中心は廃棄物・リサイクル対策や除染対策等
にある。国立公園業務の多くを地方に委ねる変更がその背景にあるが，予
算や人員の移譲を伴わないため，自然保護・保全の事業に従事する専門職
員が圧倒的に少ない状況に変わりはない。
地域制国立公園としてイギリスより古くから指定されており，特有の価
値とバリエーションをもつ日本の国立公園にとって，なすべき選択は現状
の延長線上ではないであろう。イギリスにおける取り組みは，日本に求め
られる方向を考えるとき，おおいに示唆を与えてくれる内容に富む。
謝辞：小論のノースヨークムーアに関する部分は，２００２年度在外研究期間に行った現地
での調査の成果である。グロースター大学田園コミュニティ研究所の John Powell博士
155国立公園内の地域社会の持続可能性（松尾）
にはプロジェクトへの参加の機会を提供いただき，プロジェクトについての教示と資料
を賜った。在外研究によりこの調査の機会を得たこととともに，記して謝意を表する。
注
（１）畠山武道・土屋俊幸・八巻一成編著，２０１２，『イギリス国立公園の現状と未来――
進化する自然公園制度の確立に向けて』北海道大学出版会。
（２）イギリス全域で，国指定自然保護区（NNR），学術上特に重要な保護地域（SSSI）
が，それぞれ約４００地域，約６７００地域指定されている。
（３）イギリスでは，カウンティが地方行政の上位の自治体をなし，イングランドにつ
いては「州」，ウェールズについては「県」と一般に訳されている。カウンティ（州，
県）を構成する下位の行政自治体群はディストリクトであり，「地区」と訳す。サッ
チャー政権がカウンティの廃止による一層制を目指したため，６大都市圏と非大都市
圏の一部ではカウンティを廃止して一層制のユニタリーオーソリティ（ディストリク
トを統合した両者の中間規模の自治体。「単一自治体」と訳す）が誕生したが，カウ
ンティの母胎であった歴史的領域 shire（シャイア）を継承する非大都市圏では多く
の場合「州－地区」の二層制を維持している。２０１５年現在，イングランドにはグレー
ター・ロンドン・オーソリティ（９リージョンのひとつに相当）の外に８リージョン
があり，８リージョンに所在する８１のカウンティレベルの地方行政体のうち，３４はカ
ウンティカウンシル（議会）とディストリクト（district）議会の両方を有する「シャ
イア・カウンティ」，４０は単一自治体，６つは都市カウンティ，１つはカウンティカ
ウンシルを廃止してディストリクトに移行した単一自治体である。４０の単一自治体の
中には，２００６年にコミュニティ・地方政府省が地方政府白書において単一自治体への
移行を促したことを機に，１９７４年施行の地方政府法により廃止された，カウンティか
ら独立して同等の行政権限をもつカウンティ・バラが実質的に復活したものもある。
カウンティ・バラには歴史的自治都市（町）が多い。
イングランド以外では，１９９６年地方政府法施行により，スコットランドとウェールズ
で「単一自治体」，北アイルランドでは「地区」への一層制が実現され，「州－地区」
の二層制はみられない。
（４）これらの地域のストラクチャープランは，現代の交通ネットワークに基づく地域
状況に適したプランへと変更され，１９９６年に『ヨークシャー＆ハンバー地方の地方計
画指導』（RPG１２）が作成された。これは２００６年まで１０年間有効な指針として作成さ
れたが，５年後の２００１年１０月に２０１６年までを有効期間とする改訂版が作成された（後
掲の表３参照）。RPGは Regional Planning Guidance，現在の政策名では RSS（Regional
Spatial Strategy）と呼ばれている。
（５）ただし，樹木については，ディストリクト議会またはカウンティ議会と国立公園
局が共同で管理する。また，国益優先のため，中央政府（大臣）による介入が認めら
れており，国立公園内の開発や特殊な利用が許可されることがある。国立公園委員会
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（NPC）当時の１９５８年，中央政府が，国立公園委員会の反対にもかかわらず，ペンブ
ロークシャー海岸国立公園に石油精製施設，スノードニア国立公園に原子力発電施設
の建設を許可した例がある。
（６）“National Parks UK”のサイトの中の，“Learning about > Costs and spending”の
記載による。URLは次のとおり。
http://www.nationalparks.gov.uk/learningabout/wholooksafternationalparks/costsand-
spending
（７）自動車によるビジターの来園の実態と影響及びバスサービス等による対応につい
ては，２０年以上にわたって検討されている。
Charlotte Coleman, 1995, Managing the impact of car-based visitor traffic in the North
York Moors National Park; Visitor and Parish Council Surveys 1994―1995 , ＜Working
Paper No. 167＞. School of Planning, Oxford Brookes University.
（８）CCRUはグロースター大学 University of Glocestershireの Countryside & Commu-
nity Research Unitを指し，２００２年当時１９人のスタッフ（うち研究者は１６人）で組織
されていた。現在は，３機関（グロースター大学，王立農業大学 Royal Agricultural
University，Hartpury College）の合同の田園コミュニティ研究所 CCRI（Countryside
& Community Research Institute）で，２４人のスタッフ（うち研究者は２０人）と会友
８人で組織されている。
（９）CV（履歴書）の提出を要し，その後に CCRUと NYMNPAの承認を得て参加した。
CCRUがカントリーサイドエージェンシーに応募した書類には，CCRUの事業チーム
の５人の CVが添えられているので，それと同じように CVを要したと推測される。
（１０）カントリーサイドエージェンシーの担当者は Stuart Pasley，国立公園局長は Andy
Wilson，国立公園局のプロジェクト担当者は Fraser Hugillであった。
（１１）The Countryside Agency, 1998, Land Management Initiatives, Countryside Agency
Publications. The Countryside Agency, 2004, Experiences from the Land Management
Initiatives, Countryside Agency Publications.
当初の１１か所は，耕種農業地域 Norfolk, Nottinghamshire Sandlands，低地牧場地域
High Weald，South West Forest，Severn Vale，高地農業地域 North York Moors，North-
umberland, Dark Peak，湿地農業地 Severn-Vymwy，Humberhead Levels，East Anglian
Fens。実施・完了した９か所は，耕種農業地域 Norfolk，Humberhead Levels，低地
牧場地域 High Weald，South West Forest，Severn-Vymwy，高地農業地域 North York
Moors, Northumberland, Dark Peak（Peak District），都市周辺地域 Great North Forest
である。地域範疇が当初段階と完了段階で異なる。対象地の一覧図に，Severn-Vymwy
と Humberhead Levelsが氾濫原に位置し，水・湿地にかかわる問題があるとの注記
がなされている。都市周辺地域の範疇は当初なかった。範疇も対象地も土地管理事業
の実施後に追加された。９か所のうち３か所が国立公園内の地域を対象とした。
（１２）Sir Donald Curryが代表を務めた DEFRAの委員会の報告書（通称「カリーレポ
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ート」）はつぎのとおりである。
The Policy Commission on the Future of Farming and Food, 2002, Farming & Food: a
sustainable future.
<Report of the Policy Commission on the Future of Farming and Food>
目次は，１章 ビジョン，２章 現状，３章 利益，４章 環境，５章 人々。報
告書は農業と田園の持続可能な未来のための奨励事項を挙げ，その実行のためイング
ランド政府は３年間に£５００万以上の追加投資を行った。報告書の主な奨励事項は次
の３点。「広く浅い」農業―環境事業計画。５年以上の契約期間を設けて広範な農
家が環境基準を定量的に毎年達成して２００５－２００６年に成果を公表する。農家の競争
力を現在より高める助言や訓練への投資。農業事業体の定義を改めて農家・農村経済
の多角化を進める食物の生産から消費までの流れの効率性を高める。農業を市場と
結合し，価格補償の縮小，DEFRAの行政コスト削減，農家のコスト削減を進め，ロ
ーカルの食料流通を主流化する。２００２年ノースヨークムーアでの「パッケージ」の協
議では，これら３点に適うように土地管理計画を実施することが要求されていること
が説明された。
報告書は，資源の衰退と経済からの遊離を促進する生産補助・価格補償から環境・
農村発展を軸にした農業・農村経済の活性化への転換，人々が農村に求め必要とする
ことへの CAPと農政の転換，全面的な田園環境のスチュワード（見守り）の必要と
それを便益・経済につなげることを強く主張している。また，事業実施地域が実態を
GISにより地図化すること，ITで検索できるようにすることも報告書は求めている。
（１３）パイロット事業予定地１１箇所については，注（１１）に挙げた冊子 The Countryside
Agency（１９９８）が刊行されている。ノースヨークムーアだけの冊子は，２０００年に国
立公園局（NYMNPA）と CAによって次の冊子が刊行された。
North York Moors National Park Authority and the Countryside Agency, 2000, The
North Yorkshire Moors Upland Land Management Initiative: The Farm and Rural Com-
munity Scheme, North York Moors National Park Authority.
また，国立公園局職員の本プロジェクトオフィサーが，事業の進行に沿って，毎年
の成果と次年度への課題・留意点をまとめた年次報告を作成している。著者は第二年
度と第三年度の年次報告を入手したが，初年度および第四年度五年度については入手
できず，内容について未確認である。
North York Moors National Park Authority and the Countryside Agency, 2001, Second
Annual Report/ August 200 to August 2001. The North Yorkshire Moors Upland Land
Management Initiative: The Farm and Rural Community Scheme.
North York Moors National Park Authority and the Countryside Agency, 2002, Third
Annual Report/ August 2001 to August 2002. North Yorkshire Moors Upland Land Man-
agement Initiative: Farm and Rural Community Scheme（F&RCS）.
イングランド全域での土地管理事業 LMIの終了後に CAがとりまとめて注（１１）に
158 専修人文論集９８号
挙げた冊子 The Countryside Agency（２００４）を刊行した。
（１４）本事業担当者たちの間で，５年間の事業期間を３分して，２００３年４月～２００４年８
月の時期を第三期と呼んでいた。
（１５）「資本金支出」は作業開始時にだけ提供される補助金，「歳入金支出」は毎年の作
業履行のため予算化されている補助金を，それぞれ指す。
（１６）Yorkshire and the Humberの公的なすべての地域計画のガイダンスについては次
のホームページ。
www.goyh.gov.uk/rpg/revisedrpg.htm
また，地域の経済戦略に関しては，次のウェブサイト。www.yorkshire-forward.com
事業主体である CAについては，www.countryside.gov.uk/index.htm
（１７）Amanda Wraggは当日都合が悪く，後日になった。ヨーロッパの農業政策に関し
ては，Henry Bullerヘンリーブラー教授が専門である。氏は「パッケージ」決定過程
にはかかわらず，決定されたパッケージとその遂行を素材に，農業政策の有効性を検
討する。つまり，現実に行われている諸政策の実効性や成功度を検証し，また政策相
互が地域においていかなる関係にあり，どうすればより相乗的な効果や将来展望が得
られるのか，今後の政策をより地域適合的なものにするのにいかなる改善が必要かを
調べ上げ，農村コミュニティとの討議を経て農村計画政策について CAに上申し，国
の資金による地域政策のよりよい実現に結びつける。本事業の地域政策には次の３つ
の軸がある。環境＝自然の保全と景観の遺産の維持，雇用の促進や住宅等の整備，コ
ミュニティの活性化である。
１０月２４－２５日には，プロジェクトには関わらない CCRUのスタッフ，つまり CCRU
所長の Nigel Curry教授，Stephan Owen教授，Dr. Christopher Shortとも面談し，
CCRUセミナーに参加した。Curry教授から，イギリスにおける農村研究に関わる学
会と研究機関，大学院生の相互研修，研究交流，テーマやフィールドを勘案した相互
の研究依頼など，イギリス国内の機関間では研究課題を共有しあい，交流が進んでい
ることを伺った。Owen教授は農業の現状分析が専門で，セットアサイドやクオッタ
などの生産調整に関する話題になったので，私も日本の減反政策や林業の実態につい
て説明した。Short氏は現在の common landの管理と政策に関するセミナー発表者
であったので，入会林野・部落有林野に関して話し合った。
対象地の一帯は，Ordnance Survey発行の Outdoor Leisure Map２６，２７に含まれて
いることが分ったので，２５日の帰途，Oxfordの Basil Blackwellで購入した。
（１８）１１月７日のリーズの CAでの会議資料は，CCRUが作成した次の資料を用いて行
われた。
The Countryside and Community Research Unit（CCRU）, University of Gloucester-
shire, October 2002, Briefing Note: The Development of a “Tailored Package” for Inte-
grated Rural Development in the North Yorkshire Moors Upland Land Management In-
itiative area . for The Countryside Agency and the North York Moors National Park
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Authority
（１９）20th November 2002, NYMNPA ULMI@THE MOORS CENTRE, DANBYの名称の
出席者リストの事務局資料と当日配布資料の２種類による。
（２０）第一グループは Amanda Wragg（CCRU）進行係，Andrew Herbert（NPA）補助，
第二グループは Fraser Hugill（NPA）進行係，Stuart Pasley（CA）補助，第三グル
ープは John Powell（CCRU）進行係，Nick Lewis（CCRU）補助。
（２１）アンケートへの回答と返送を依頼する文面と SWOT分析（Force Field分析）の
アンケート用紙が，返信用封筒を同封して，CAの Stuart Pasleyによって，１１月２０日
の参加者に対して郵送された。アンケート文面内容は下のタイトルと内容のとおり。
アンケートの回答を John Powellに１２月１８日を期日に返送するように要請された。
North Yorkshire Moors Upland Land Management Initiative/ The Farm And Rural
Community Scheme. Questionnaire On Forces And Barriers.
なすべきアンケート実施内容は次のステージ１とステージ２の２つからなる。
ステージ１．あなたがよく知っているあるいは最も関心があるプロジェクト／プログ
ラムを，次のリストから３つ選びなさい。
リスト：EUの７プロジェクト，イギリスの２１プロジェクト，イングランド農村発
展プランの１０プロジェクト，ヨークシャー＆ハンバー地方の１９プロジェク
ト，ノースヨークムーアないしその一部地域での２０プロジェクトの計７０プ
ロジェクト
ステージ２．選んだ３つのプロジェクトそれぞれについて，次のアンケートに答えな
さい。
アンケート：そのプロジェクトの実施を通じてわかった長所と短所について，３１項
目について５点満点で評価する。これを３つのプロジェクトについて
回答する。
なお，当初作成された案では７６プロジェクト，３８項目あったが，１２月８日に郵送され
て実施されたアンケートでは，７０プロジェクト，３１項目に変更されている。
（２２）この追加アンケートは，当初５分野４０項目であったが，CA，NPA，CCRUメンバ
ー間で検討し，地区特性分野の８項目をなくし，他の３項目を改廃して，４分野３１項
目に変更して実施された。アンケートから削除された地区特性分野の８項目は次のと
おり。地域の特色に対する理解，プロジェクト実施のための人口の程度，伝統的慣習
の程度，市場からの距離，自然遺産の程度，文化遺産の程度，血縁・同族のまとまり
の程度，近隣のまとまりの程度。
（２３）Summary of Findings from Workshop on ‘Developing a Tailored Package for Inte-
grated Rural Development for the North York Moors LMI’, November 20th 2002. For
Steering Group Meeting 18/12/02.
２００２年１２月１９日にリーズの CAで行った運営メンバー会議用のために，CCRUが取り
まとめた。
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（２４）Force field（forcefield）分析。様々な学問分野でこの用語が用いられているが，
意味内容は学問分野ごとに異なる。社会科学（経営学等）や心理学では，対象や意思
決定に対して推進力・プラスの助けとなる因子とその程度，逆に妨げ・抵抗力・マイ
ナスの障害となる因子とその程度を明らかにし，改善策や経営戦略を策定する分析手
法を指す。ワークショップ２で行われたのは一般に SWOT分析と称される分析のな
かの StrengthとWeaknessの部分である。
（２５）１２月１９日（木）１１時～，於リーズの CAにおける会議の議事録は次のとおり。
NYMULMI（F&RCS）Tailored Package. Working Group Meeting. Thursday， 19 De-
cember, 11:00 AM.
（２６）Developing The Tailored Package.９ページからなる下書き資料。ヨークでの集会時
の第一セッションと第二セッションでの使用方法，現時点では「持続可能な土地管理」
のパッケージ１つだけ作成できているが，１月２３日の集会までに少なくとも２つの
パッケージの作成を終えて準備することなどのコメントをつけて，１２月１９日会議出席
者に送付された。
（２７）１月２３日ヨーク集会資料は次のとおり。
The Development of a “Tailored Package” for Integrated Rural Development in the North
York Moors Upland Land Management Initiative Area. Participatory Workshop ― St
Williams College, York. 23 January 2003. Agenda
Workshop Attendees
Jilly Hall, February 2003, Social Capital and Sustainable Land Management: Initial
findings of the Countryside Agency’s Land Management Initiatives. First Draft.
Workshop 2. Developing The Tailored Package.
（２８）１月２９日リーズ CAでの会議資料（報告書の草稿１）は次のとおり。
CCRU, University of Gloucestershire, February 2003, Developing a Tailored Package
for Integrated Rural Development in the North York Moors National Park Authority Land
Management Initiative Area（NYMLMI）− Stage Three Report. To The Countryside
Agency. Draft Report ― Not for Quotation.
（２９）３月６日リーズ集会資料（報告書原案１）は次のとおり。
John Powell and Amanda Wragg, March 2003, Developing a ‘Tailored Package’ for Inte-
grated Rural Development in the North Yorkshire Upland Land Management Initiative
Area. Draft Report to Countryside Agency. Countryside and Community Research Unit,
University of Gloucestershire.
（３０）報告書原案１の２０５～２０８ページに，メカニズム，つまり目的を実施・遂行するの
に依拠すべき政策が抱える障害・弱点や問題について，ワークショップ等で得られた
事項がまとめてある。農業についての目的の遂行に対する既存の政策やスキームの弱
点を一部例示すると，次のものがある。
目的「伝統的農業景観と関連する特徴を保全しその価値を高める」
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弱点：国立公園の事業目的は素晴らしい，しかし掲げた目的が十分実現しない。
CSS（田園環境スキーム）は農家がお金を投入することを要求する。CSSの
お金の不足のため，農家は窮屈な予算に投資をしないといけない。利用でき
る財源が限られていて非常に危険が大きい
CAPの支援メカニズムはこのエリアでは非常に大きい意味があると感じら
れてきた。CAPの変化を観察すると，現在では支援を得る実施・遂行メカ
ニズムは大きく損なわれている
プランニングの体制がこの地域における主要なメカニズムとして確認された，
しかし特に長所（利点）／短所（障害）は確認されていない
ケアテーカー（コミュニティ管理人）事業計画に，F&RCS資金を過度にあ
てると，F&RCSのすべての資金がいまこれに投入されている弱点がある
目的「保全とレクリエーションと社会経済の目的を一体的に達成するために，管理メ
カニズムを開発・実行する農業コミュニティと一緒に働く。環境管理によって
経済的便益を増す農場経営を行う」
弱点：環境管理にかかる費用が必要である。政府のスキームには，まずい管理をし
た農家への補償はあるが，確実でプラスの管理をした農家にその費用を支払
う仕組みがない
環境管理のためずっとかかり続けるコストをカバーする支払いの仕組みがな
い
地域レベルでの修復・維持作業に対する単純で少額の土地管理補助のニーズ
があったが，ニーズを支える制度がなかった
目的「農業の多角化の機会を促進する」
弱点：地元の農家は大半の農家が既に多角化を成し遂げていて，現行のメカニズム
の下で更にどうしろというのだと感じている
RES政策は，それ以上多角化が進むと人々は別の場所に移り住むことにな
る，問題の多い政策である
EUの Objective 2は多角化を部分的に支援する政策だが，伝統的産業であ
る農業の多角化は対象外
目的「農産物市場の改善」
弱点：PMG政策は大規模な計画には適用できそうだが，LMIのような小規模な計
画には適さない
PMG政策は膨大な作業を強いるため，公平さを感じられず，過重である
（３１）ジョンによれば，報告書は２００３年４月から５月に完成の予定であった。筆者は，２００３
年３月末に在外研究期間が終了して帰国し，以後の報告書原案２，３および最終報告
書について未見である。
（３２）注１１の The Countryside Agency（２００４）。
（３３）２００３年８月２～９日に，前半がハーレッヒ（ハーレック）Harlech，後半がアベリ
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ストウィス Aberystwythにおいて開催された ISSMR（International Society for the
Study of Marginal Regions）の２００３年度大会での巡検と訪ねた機関で入手した次の資
料類を参考にした。大会のローカルオーガナイザーは，アベリストウィス大学農学部
の Tim Jenkins准教授と Tove Oliver准教授であった。
The National Trust Wales, 2003, Hafod y Llan Information Pack.
The National Trust Wales, 2003, Nantgwynant Integrated Land Management Project:
Responsible land management and prosperity based on the environment. Phase 2 .
Snowdonia National Park, 2003, Eryri 2003 Snowdonia .
Welsh Development Agency, 2003, Supporting Rural Wales: Business, communities and
individuals.
（３４）ウェールズは１９９４年の改正以降，２２の単一自治体が地方公共団体として所在する。
スノードニアを含む北西部はグウィネズ Gwynedd単一自治体に属し，Hafod y Llan
農園が所在する旧 Nantgwynant村などは，グウィネズ単一自治体の中の，小学校が
立地するベズゲレルト Beddgelert勢力圏の一部をなす。
（３５）ナショナルトラストによる Llyndy Isaf農園の購入とその後のWales YFCとのパ
ートナーシップ活動については，次の URLを参照。
www.theguardian.com › World › UK News › Wales
www.yfc-wales.org.uk/opportunities/rural-affairs/llyndy-isaf-scholarship
注３３の Snowdonia National Park, 2003, Eryri 2003 Snowdonia によれば，１９７８年にス
ノードニア国立公園局が Coed Hafodを Cilcennus Farmから購入したあと，国立公
園局の森林部門が樹木群を管理し，森林更新を進め，倒木は野生生物のためにそのま
まにしておく施業をおこなっている。この農場の地点に近い一帯は，ナショナルトラ
ストが多く農場を購入して自営・所有している場所とは生態条件が異なり，森林保護
委員会が所有して管理している土地が多い。つまり，国立公園局・森林保護委員会の
管理とナショナルトラストの管理は，スノードニア国立公園内では，生態系の違いに
よって一種すみわけが行われている。
